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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年９月 平成26年９月

売上高 (千円) 1,620,119 2,292,554 2,023,727 2,259,125 1,824,380

経常利益又は経常損失(△) (千円) △440,749 194,532 37,333 △323,145 △444,864

当期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) △313,861 185,151 37,981 △203,682 △430,813

包括利益 (千円) ─ 185,151 35,744 △225,926 △428,661

純資産額 (千円) △132,598 257,424 295,618 916,426 3,950,315

総資産額 (千円) 628,261 1,289,921 936,120 1,873,993 7,722,326

１株当たり純資産額 (円) △818.65 324.45 5.59 14.06 25.74

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) △2,170.90 744.73 1.37 △5.94 △4.29

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △21.1 20.0 31.6 41.3 47.5

自己資本利益率 (％) ─ 296.7 13.7 ─ ―

株価収益率 (倍) ─ 9.7 36.9 ─ ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △214,829 93,692 80,240 △158,193 △352,885

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △33,728 △24,089 20,743 △530,589 △3,217,096

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 168,488 45,404 29,951 670,894 5,362,742

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 152,155 267,162 398,097 380,210 2,172,971

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
16 19 25 25 103

(5) (1) (6) (21) (214)
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第12期、第15期及び第16期は潜在株式が存在するものの

当期純損失を計上しているため記載しておりません。また、第13期及び第14期については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３　株価収益率については、第12期、第15期及び第16期は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載して

おりません。

４　第12期、第15期及び第16期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

５　第12期において、子会社である株式会社ディスカス及び株式会社e-musicの全株式を平成22年３月27日に売

却したため、連結の範囲から除いております。

６ 第13期において、平成23年３月１日付けで当社を分割会社とし、新設会社を承継会社とする分社型新設分割

を行っており、平成23年３月１日からダイキサウンド株式会社は当社連結子会社となっております。

７　第14期において、株式会社フォンツ・コアファンクション、株式会社フォンツ・ジュエリーを新たに設立

し、当社連結子会社となっております。
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８　平成24年９月18日付で株式会社フォンツ・ジュエリーの全株式売却により連結の範囲から除いております。

９ 当社は平成25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っており、第14期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）を算定しております。

10　当社は平成25年４月24日開催の臨時株主総会の決議により、連結決算日を８月31日から９月30日に変更して

おり、当該変更に伴い、決算期変更の経過期間となる第15期の期間は、平成24年９月１日から平成25年９月

30日までの13カ月間となります。

11　平成25年７月16日付「チューン那覇匿名組合」が当社連結子会社となっております。

12　平成26年５月30日付で株式会社キューズマネージメント、平成26年７月31日において株式会社キューズダイ

ニング、株式会社VALORE、株式会社スイートスター及び平成26年９月17日においてSweetstar Asia Limited

の議決権の過半数を取得し連結の範囲に含めております。
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年９月 平成26年９月

売上高 (千円) 1,614,871 1,471,394 347,894 110,272 137,005

経常利益又は経常損失(△) (千円) △351,935 229,648 52,042 △232,549 △234,218

当期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) △364,542 220,457 51,410 △237,250 △234,953

資本金 (千円) 1,888,843 1,991,337 98,000 438,861 2,102,933

発行済株式総数

　普通株式

　Ａ種優先株式

(株)      
(株) 162,473 162,473 162,473 55,058,351 142,695,837

(株) ― 115,421 115,421 ― ―

純資産額 (千円) △132,598 292,730 344,140 788,614 3,906,619

総資産額 (千円) 628,261 784,287 455,899 890,126 6,003,004

１株当たり純資産額 (円) △818.65 542.42 8.60 14.34 27.21

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
0 0 0 0 0
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △2,521.44 886.74 1.85 △6.92 △2.34

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △21.1 37.3 75.5 88.6 64.7

自己資本利益率 (％) ─ 275.3 16.1 ─ ─

株価収益率 (倍) ─ 8.1 27.2 ─ ─

配当性向 (％) ─ ― ― ― ─

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
21 7 7 7 7
(5) (-) (-) (-) (-)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第12期、第15期及び第16期は潜在株式が存在するものの

当期純損失を計上しているため記載しておりません。また、第13期及び第14期については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３　株価収益率については、第12期、第15期及び第16期は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載して

おりません。

４　第12期、第15期及び第16期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

５　第12期において、平成22年３月16日付第三者割当増資により、発行済株式総数が32,394株増加しておりま

す。

６　第13期において、平成22年12月１日付第三者割当増資により、発行済株式総数が115,421株増加しておりま

す。

７ 当社は平成25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っており、第14期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）を算定しております。

８　平成25年４月12日の取締役会決議により、第１回ライツ・オファリングによる新株予約権を発行し、当該新

株予約権の行使期間である平成26年６月７日から同年同月28日までに、当該新株予約権の行使による発行済

株式総数の増加は27,268,951株、資本金340,861千円、資本準備金340,861千円が増加しております。
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９ 当社は平成25年４月24日開催の臨時株主総会の決議により、連結決算日を８月31日から９月30日に変更して

おり、当該変更に伴い、決算期変更の経過期間となる第15期の期間は、平成24年９月１日から平成25年９月

30日までの13カ月間となります。

10　第16期において、平成25年10月９日付第２回ライツ・オファリングによる新株予約権の発行の行使により、

50,273,886株の増加、平成26年７月14日付第三者割当による新株式及び新株予約権の発行・行使により、平

成26年７月30日から平成26年９月30日までの間において37,363,600株、合計87,637,486株増加しておりま

す。
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２ 【沿革】

平成11年６月

 

音楽CD及びレコードの企画・制作及び販売を目的とし、神奈川県大和市にダイキサウンド株式

会社(資本金10,000千円)を設立

平成11年９月

 

東京都品川区東五反田に東京営業所及び大阪府大阪市浪速区に大阪営業所を設置し営業業務を

開始

平成11年９月 タワーレコード、新星堂、ヴァージン・メガストアーズ・ジャパン等の大手小売店との取引を

開始

平成11年12月 CDプレス業務を開始

平成12年１月 日本レコードセンター株式会社へ物流及び受注並びに情報処理を業務委託

平成12年６月 東京都品川区に本店を移転し、東京営業所を移設

平成12年７月 音楽CDの企画・制作のため、株式会社ディスカス(連結子会社)を設立

平成12年９月 大阪府大阪市北区に大阪営業所を移設

平成12年10月 マスターデータの販売を開始

平成13年３月 株式会社ディスカスにて自社制作CDの販売を開始

平成13年10月 日本レコードセンター株式会社と試聴機用加工プログラムの共同開発を開始

平成14年７月 文化庁に音楽著作権等の管理事業者として登録し、権利管理業務を開始

平成14年７月 インディーズ用試聴機１号機を株式会社タハラ町田店へ納入

平成15年１月

 

東京都品川区東五反田一丁目14番地に当社本店及び東京営業所並びに株式会社ディスカスを移

転

平成15年５月

 

中堅のプロダクションをターゲットとした、音楽CDの制作、販売専門子会社の株式会社ゼロッ

トを設立

平成15年10月

 

当社並びにレコードメーカー12社が発起人として任意団体インディペンデント・レーベル協議

会を設立、本社内に事務局を設置

平成16年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年12月 日本証券業協会への株式の店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年７月 エルダー層向けに特化して音楽CD販売を行う株式会社e-music（連結子会社）を簡易分割制度

により設立

平成17年11月 新規事業への設備投資等を目的として第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による

1,500百万円の資金調達を実施

平成17年12月 データ販売事業強化のため、有限会社ミュージックアンドメディア（現株式会社ミュージック

アンドメディア）に出資し連結子会社とする

平成18年１月 株式会社トレジャーミュージックを設立

平成18年２月 国内外のレーベル事業の強化を目的として株式会社ディスカス（存続会社）と株式会社ゼロッ

トを合併

平成18年２月 中華人民共和国における新規事業の展開のため現地に北京至高科技有限公司を設立

平成18年４月 洋楽CDの日本国内における流通等を目的として、アメリカ合衆国にDaiki Sound

International,Inc.を設立

平成18年５月 楽曲等コンテンツに関する権利の管理・運用を目的として株式会社サウンドコンテンツ出版を

設立

平成18年９月 大学生協に向けた店頭メディア端末「SHOP-TV」の本格展開を開始

平成19年６月 第三者割当増資により297百万円の資金調達を実施

平成19年７月 インターネット通販サイト「Amazon.co.jp」との直接流通を開始

平成19年８月 Daiki Sound International,Inc.を解散

平成19年８月 株式会社ミュージックアンドメディアの全株式を譲渡
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平成19年10月 レーベル事業の強化等を目的として、株式会社ディスカス（存続会社）、株式会社トレ

ジャーミュージック及び株式会社サウンドコンテンツ出版の３社を合併

平成19年11月 北京至高科技有限公司の全持分を譲渡

平成20年２月 ダイキエンターサイネージ株式会社を簡易分割制度により設立した後、同月に同社の全株式

を譲渡

平成20年５月 仕入債務の決済資金の確保を目的として、第三者割当増資により278百万円の資金調達を実施

平成21年３月 第三者割当増資により199百万円の資金調達を実施

平成22年８月 事業の選択と集中を目的として、株式会社ディスカスのパッケージ受託販売事業及び音楽配

信事業並びに株式会社e-musicのパッケージ受託販売事業を吸収分割により、承継

平成22年８月 事業の選択と集中を目的として、株式会社ディスカスと株式会社e-musicの全株式を譲渡

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場

に上場

平成22年10月

 
平成22年12月

大阪証券取引所（JASDAQ）、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所NEOの各市場の統合に伴

い、「大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード）」に株式を上場。

第三者割当増資により204百万円の資金調達を実施

平成23年３月 持株会社制への移行に伴い、会社名を株式会社フォンツ・ホールディングスとする

平成23年11月 事業再生、経営コンサルティング等の事業を目的として、株式会社フォンツ・コアファンク

ションを設立

平成23年12月 宝石・宝飾品等の卸、小売、売買の仲介等を目的に株式会社フォンツ・ジュエリーを設立

平成24年１月 “新中期経営計画QOL2015”を策定し発表

平成24年９月 連結子会社の株式会社フォンツ・ジュエリーの全株式(51%)を譲渡

平成24年12月 親会社のミネルヴァ債権回収㈱所有の当社A種優先株式の一部、91,700株をRed　Planet

Holgings Pte Ltdへ譲渡

平成25年１月 Red　Planet Holdings Pte Ltd社所有のA種優先株式91,700株を普通株式に転換

平成25年４月 新たな事業（ホテル事業）の開始及び信託受益権（固定資産）の取得

平成25年４月 Red　Planet Holdings Pte Ltd社と業務提携の基本合意書締結

平成25年４月 当社第１回ライツ・オファリング（ノンコミットメント型/上場型新株予約権無償割当て）を

発表

平成25年７月 当社第１回ライツ・オファリングにより行使比率98.3％、調達資金681百万円

平成25年７月 平成25年７月16日付で行われた大証の現物市場の東証への統合に伴い、東京証券取引所ＪＡ

ＳＤＡＱ（スタンダード）へ株式を上場

平成25年８月 沖縄那覇に「チューン那覇沖縄」第１棟目ホテルオープン

平成25年12月 当社第２回ライツ・オファリングにより行使比率91.39％、調達資金2,010百万円

平成26年４月 名古屋中区錦へホテル用地取得（平成28年５月オープン予定）

平成26年５月 飲食事業の経理・人事、店舗開発等のシェアフードサービスを展開する株式会社キューズマ

ネージメントを連結子会社とする

平成26年７月 第三者割当による新株式及び新株予約権発行を決議、総額約2,750百万円

平成26年７月 東京五反田のホテルロイヤルオーク五反田（既存ホテル）を取得　総額約1,371百万円

平成26年７月 株式の追加取得及び増資引受契約により飲食事業を展開する株式会社キューズダイニング、

株式会社VALORE、株式会社スイートスターを連結子会社とする

平成26年９月 株式の取得によりSweetstar Asia Limitedを連結子会社とする
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３ 【事業の内容】

当社は、インディーズ音楽分野におけるCDのディストリビューション事業を主たる事業とし、併せて、インディー

ズ楽曲の音楽配信、実売データの提供・販売、CDの企画・制作及び販売並びに新たに開始しましたホテル事業、飲食

事業を行っております。

　また、当連結会計年度において飲食事業等を展開する株式会社キューズマネージメント、株式会社キューズダイニ

ング、株式会社VALORE、株式会社スイートスター及びSweetstar Asia Limitedを連結子会社として、追加しておりま

す。

 

上記の事業区分に基づいた事業の系統図は、次の通りです。
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４ 【関係会社の状況】
平成26年９月30日現在

名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

主要な事業
　　　の内容

　議決権の所有
　割合又は被所
　有割合(％)

関係内容

（連結子会社）
ダイキサウンド㈱
（注）３,４

東京都港区 9,000
ディストリビュー

ション事業

（所有）
直接
100.0

役員の兼任・・・２人

経営指導

㈱レッド・プラネット・ホテル
ズ・ジャパン
（注）３

東京都港区 174,900 ホテル事業
（所有）
直接
100.0

役員の兼任・・・１人

経営指導

チューン那覇匿名組合
（注）３

東京都港区 761,000 匿名組合
（所有）
直接
100.0

経営指導

㈱キューズマネージメント 東京都港区 3,000

経理・人事、総務、

店舗開発等のシェ

アードサービス

（所有）
直接
100.0

経営指導

㈱キューズダイニング
北海道札幌

市
89,925

飲食店の経営・企

画・運営・経営コン

サルタント

（所有）
直接
54.3

役員の兼任・・・３人

経営指導

Sweetstar Asia Limited
（注）３

Hong kong
2,450

(千US＄)
飲食事業等

（所有）
直接
51.0

役員の兼任・・・１人

株式会社VALORE
北海道札幌

市
5,000

飲食店の経営・企

画・運営・経営コン

サルタント

（所有）
間接
100.0
(100.0)

該当なし

株式会社スイートスター 東京都港区 108,500

飲食店の経営・企

画・運営・経営コン

サルタント

（所有）
間接
59.2
(59.2)

役員の兼任・・・２人

（親会社）
Red Planet Holdings Pte Ltd

Singapore
５

（千S＄）
宿泊及び飲食業、小
売業、広告代理店業

（被所有）
直接
40.1

役員の兼任・・・１人
当社と業務提携契約を締結し
ております。

 

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２　議決権の所有又は被所有割合の（　）内は間接所有割合であり内数であります。

３　特定子会社であります。

４　ダイキサウンド(株)については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　①売上高　　　      1,573,237千円　

　　　　　　　　　　　②経常損失　　       △53,282千円

　　　　　　　　　　　③当期純損失　       △53,882千円

　　　　　　　　　　　④純資産額　　        104,707千円

　　　　　　　　　　　⑤総資産額　　        481,029千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

　ディストリビューション事業 13 (12）

　ホテル事業 14（14）

　飲食事業 67（188）

　その他 ９（―）

　合計 103（214）
 

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の(外書)は、飲食事業については臨時従業員の当期末在籍者数であり、飲食事業を除く事業につ

いては、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３．従業員数が当期に78名増加しておりますが、主として株式会社キューズマネージメント及び株式会社キュー

ズダイニンググループが連結子会社となったことによる増加69名、ホテル事業の強化に伴う人員増及び既存

ホテル取得に伴う人員増によるものであります。

４．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

５．その他は、管理支援事業に係る従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

７（―） 41.0 1.2 3,726
 

　

セグメントの名称 従業員数(名)

　その他 ７（―）

合計 ７（―）
 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５．その他は、管理支援事業に係る従業員であります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により、企業収益や雇用環境の改善傾

向が続き、緩やかな景気回復基調となりました。しかしながら、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減等

により、個人消費に落ち込みが見られるなど、経済環境は依然として不透明な状況で推移いたしました。

このような状況下、当社グループは当事業年度において２回目となるライツ・オファリングを実施し、約2,010百

万円の資金調達をするとともに、平成26年７月14日付「第三者割当による新株式及び第４回新株予約権の発行に関

するお知らせ」で、約2,750百万円の資金調達についても開示し、当社グループの成長戦略に向けた更なる事業の強

化のための資金調達を実施しております。

現在、強化するホテル事業は、既にオープンしたホテルが東京五反田（ホテルロイヤルオーク五反田）、チュー

ン那覇沖縄ホテル、現在建設中が東京浅草（平成27年８月オープン予定）、ホテル用地取得済が名古屋市中区

錦、　　　また、平成26年10月27日付「固定資産の取得に関するお知らせ」で東京都目黒区の既存ホテルの区分所

有についても開示し、ホテル事業の強化を図るとともに、安定的な収益確保に向けた取組を開始しております。

また、ホテル事業とシナジーを有する飲食事業会社の株式取得により、ホテル等における飲食の強化及び取得した

飲食事業会社の子会社が運営するスイーツ事業の強化など、当社グループは更なる事業領域の拡大を図っておりま

す。

以上の結果、当社グループの経営成績は、既存事業である音楽事業は、サポートする一部のアーティストのアル

バム発売がずれ込んだこと、新譜、旧譜の売上不振などにより厳しい状況で推移し、またホテル事業は、当連結会

計年度中に取得予定のホテル取得時期がずれ込んだことなどから、売上高は1,824百万円、営業損失382百万円、経

常損失444百万円、当期純損失430百万円となりました。

現在、前述のとおり当社グループは、新たな事業領域拡大に伴う資本政策を実施し、ホテル取得及び事業強化を

図るとともに、ホテル事業の強化に伴う人材の確保、また、飲食事業会社の株式を取得したことによる諸費用な

ど、グループの発展の為に要した経費を賄うまでには至りませんでした。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（ディストリビューション事業）

当社連結子会社ダイキサウンド株式会社は、サポートする一部のアーティストの予定するアルバム発売等がずれ

込んだこと、また、新譜、旧譜ともに当初予定していた売上を下回ったことなどから非常に厳しい状況で推移した

結果、セグメント売上高は1,573百万円となりました。

利益面につきましては、上記売上高の低迷により、一般管理費を補うことができず、セグメント損失117百万円と

なりました。
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（ホテル事業）

ホテル事業につきましては、平成25年８月に取得した「チューン那覇沖縄ホテル」が順調に推移するとともに、

平成26年７月に取得した既存ホテル「ホテルロイヤルオーク五反田」の売上が若干寄与したものの、当初予定して

いたホテル取得時期のずれ込みなどにより、セグメント売上高は238百万円となりました。

利益面につきましては、前述のとおりホテルの取得に向けた取組を強化しており、それに伴う人員の増加などに

より一般管理費を賄うことができず、セグメント損失249百万円となりました。

（飲食事業）

飲食事業につきましては、平成26年５月から９月にかけて飲食事業を展開する事業会社の株式を取得し株式会社

キューズダイニング、株式会社VALORE、株式会社スイートスター等が連結子会社となりました。しかし当連結会計

年度末であります平成26年９月30日に連結子会社と認識しているため、セグメント売上高、セグメント利益等につ

きましては計上しておりません。

（その他）

　　　その他の事業につきましては、セグメント売上高は130百万円、セグメント損失13百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,172百万円となりました。

　　　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって支出した資金は352百万円となりました。その主な要因は、税金等調整前当期純損失428百万円

の支出に対し、減価償却費46百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって支出した資金は3,217百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出2,387百

万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出216百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって獲得した資金は5,362百万円となりました。その主な要因は株式及び新株予約権の発行による収

入3,322百万円、借入れによる収入（短期借入金500百万円、長期借入金1,550百万円）であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

仕入実績をセグメント毎に示すと、次の通りです。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

金額(千円) 前年同期比(％)

ディストリビューション事業 1,283,281 ―

合計 1,283,281 ―
 

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、仕入価格によっております。

３　前連結会計年度に決算期変更（８月31日から９月30日）を行ったため13か月の変則決算となっております。

このため前年同期比については、比較対象となる金額がありませんので記載しておりません。

 
(2) 受注実績

当社グループは見込制作を主体としており、受注制作は行っておりません。

 

(3) 販売実績

販売実績をセグメント毎に示すと、次の通りです。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

金額(千円) 前年同期比(％)

ディストリビューション事業 1,573,319 ―

ホテル事業 238,249 ―

飲食事業 ― ―

その他 12,811 ―

合計 1,824,380 ―
 

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　最近２連結会計年度における、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

通りです。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

タワーレコード㈱ 518,920 23.0 372,173 20.4

AMAZON JAPAN㈱ 294,159 13.0 173,192 9.5

㈱星光堂 326,724 14.5 144,265 7.9

㈱MPD 273,940 12.1 180,608 9.9
 

　　 ４　前連結会計年度は、決算期の変更（８月31日から９月30日）に伴い、13か月となっており、当連結会計年度

は平成25年10月１日から平成26年９月30日までの12ヶ月決算となります。このため前年同期比については、

比較対象となる金額がありませんので記載しておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、前連結会計年度から引き続き販売費及び一般管理費のコスト削減に取り組むととにも、生産性

を向上させるため、新たに開始したホテル事業及び飲食事業も同様に以下の実施を実行してまいります。

①ディストリビューション事業

　ディストリビューション事業は従前より当社グループの主力事業であります。しかしながら、音楽CD・DVD等の

販売不振は継続しており、厳しい事業環境にあります。更に業績の安定成長を図るため、以下を当期の重点実施項

目とし、業績回復のための収益の確保を図ってまいります。

　a．レーベルに対する販売支援策の強化

　当社グループが取扱う商材の供給元であるレーベルに対し、各種情報提供を行う「レーベル支援システム」の機

能拡充を行い、付加価値を高めてまいります。

　b．営業効率の向上

　タイトルや販路の選択と集中により、従業員の生産性の向上に取り組んでまいります。また、前連結会計年度に

引き続き新たな販路の開拓に努め、これに適した有力商材を確保し、売上の向上を図ります。

　c．パッケージ事業の強化

　当社グループがサポートする人気アーティストのパッケージCD・DVDを積極的に販売強化するとともに、海外へ

進出するアーティストのサポート事業に関しても事業化を積極的に検討してまいります。

　d．アーティスト等とのコラボ企画強化

業務提携先の協力及び活用により、サポートするアーティストやレーベルに対し、音楽・映像・その他ライフスタ

イル等の企画・提案の強化を図ってまいります。

②ホテル事業

　ホテル事業につきましては、現在、既にオープンしておりますホテルが東京五反田（ホテルロイヤルオーク五反

田）、チューン那覇沖縄ホテル、現在建設中が東京浅草（平成27年８月オープン予定）、ホテル用地取得済は名古

屋市中区錦、また、東京都目黒区の既存ホテルの区分所有と、ホテル事業の更なる強化を図ってまいります。

　③飲食事業

　飲食事業につきましては、当事業年度において、北海道札幌市を中心に約17店舗を展開する事業会社の約54％の

株式を取得した結果、当連結会計年度に連結子会社化し当社グループのホテル事業との共有を図り、飲食事業の強

化を図ってまいります。また、取得した事業会社の子会社が運営するスイーツ事業が好調に推移していることもあ

り、当社グループとの幅広い共有やコラボ企画等の提案により、グル―プ内における相乗効果を図ってまいりま　

す。

　④コスト削減努力の継続

　現在取組んでおります、経営資源の主力事業への集中、コスト削減による売上原価率の改善及び費用の圧縮、既

存事業の「選択と集中」を一層徹底するとともに、事業シナジーの高い会社との事業連携を進めることにより収益

状況の改善を図ってまいります。

⑤事業再構築の継続

　当社グループは、子会社の合併、譲渡等の再構築を積極的に行ってまいりました。今後は、事業構造の見直しと

確立、組織再編、他社との提携などあらゆる方法を選択肢し、事業再構築に取り組んでまいります。

　⑥債権管理及び回収努力

　債権管理及び回収の問題については、経営上の重要課題の一つでもあると認識しており、日常の債権管理、債権

回収努力及び与信管理を改めて徹底してまいります。

　⑦内部管理統制の強化

　当社グループは、管理機能集中による管理コストの削減と、子会社ごとの意思決定スピードを向上させる体制を

整えました。また、会社法にも対応した内部統制システムの整備をはじめ、管理体制により一層の充実を推進して

おります。今後、前期に構築した体制を高性能に維持していくために人員の採用と育成を強化しながら、引き続き

コンプライアンス体制を強化していく方針です。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループ（当社及び連結子会社）の経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次

のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

当社グループは平成25年１月に当社グループの報告セグメントにおいて区分しておりましたソリューション事業に

おいて、展開する商標権等の譲渡、取引先の事業所廃止や営業所の閉鎖等によりソリューション事業の一部撤退を決

議した結果、大幅に営業利益が減少し、また、前連結会計年度より開始したホテル事業の先行投資に係る損失が発生

した結果、前連結会計年度に続き２期連続となる営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しておりま

す。

上記事由により継続企業の前提に関する注記を開示するまでには至りませんが、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が存在しております。

このような状況下、新たに開始しておりますホテル事業及び飲食事業を積極的に取り組んでおりますが、当社グ

ループの今後の事業展開の状況によって、業績に影響を与える可能性があります。

イ）ディストリビューション事業

①ヒット商品の動向について

　当社グループは、音楽CDの卸売及び有料音楽配信を主な事業内容としておりますが、音楽CDや有料音楽配信の売

れ行きは、利用者の嗜好に大きく左右されるため、当社グループの業績はヒット作の有無に影響を受ける傾向にあ

ります。

　②著作権侵害による損害賠償等について

　当社グループの属する音楽業界につきましては、音楽の原盤に係る著作権等の知的財産権について当社がグルー

プ保有し、また当該権利の使用許諾を受けたうえで商品化しております。これらについて、第三者から意図せずに

権利侵害を受け、また第三者の権利を意図せずに侵害してしまう可能性も否定できません。

　このような権利侵害等に対して事前に情報収集に努め、当社グループ法務担当が中心となり、リスク回避に努め

ております。しかしながら、万が一損害賠償責任問題等の事態が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状

態が影響を受ける可能性があります。
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③再販売価格維持制度について

　音楽CD、書籍等の小売価格については「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」に規定する著作物と

して、再販売価格の決定、維持について同法の適用除外となっていることから、レコード会社が発売する商品の小

売価格を決定し、レコード販売店に小売価格を遵守させることにより小売価格が維持されております。しかしなが

ら、著作物再販制度が将来にわたって維持されるかどうかは不明であり、同制度が廃止された場合には、小売価格

の下落による売上の低下を招くおそれがあり、このような状況となった場合には、当社グループの経営成績及び財

政状態が影響を受ける可能性があります。

　④当社事業に関連する重要な契約について

　当社グループは日本全国特約店への配送業務を、日本レコードセンター株式会社へ委託しております。同社との

関係はこれまでのところ良好でありますが、万が一、物流業務委託契約が解除された場合、各特約店への商品供給

などに支障をきたし、当社グループの経営成績及び財政状態が重大な影響を受ける可能性があります。

⑤知的財産権について

当社グループは、製品・製造・販売に関し、知的財産権の確保に努めておりますが、他社から当該権利を侵害さ

せる可能性が無いとは言えず、当該権利問題経過後は、他社による同一製品の新規参入の可能性も予測されます。

また、製品に関連し得る他社の知的財産権の侵害防止に努めておりますが、万が一、侵害の事実が発生した場合

は、紛争事件に発展することも含め、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑥システム障害に関するリスク

　当社グループが提供するシステムや各種サービスは、お客様の業務の重要システムや社会的なインフラに関わる

ものもあります。これらのシステムや各種サービスにおいて、システムの不具合やオペレーションミス等により重

大な障害が発生した場合、当社グループの社会的信用やブランドイメージの低下、発生した障害の賠償金の支払等

により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　このため、当社グループは稼働システムについて、社会的重要性を考慮した分類、障害対応完了までの日数等の

品質基準を設定し、障害対応の体制を整備するとともに、障害発生に際しては、障害報告システムによる社内関係

部門への情報展開を実施し、迅速な障害対応に努めております。また、定期的なシステム点検による評価・改善活

動を行うことにより、稼働システムの品質向上に努めております。
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ロ）ホテル事業等

①自然災害や伝染病の発生

　当社グループの運営受託しているホテルが大規模地震や自然災害の発生により、建物や施設に損害を被り、一時

的な営業停止による売上減が発生する可能性があります。

　②情報管理の事項

　当社グループが保有する個人情報や機密情報の管理保護については、社内体制を整備し厳重に行っており、また

情報システムの整備活用についてもデータバックアップ確保など安全対策を行っております。

　しかし、不測の事故による情報漏洩やシステムトラブルが顕在化した場合には、当社グループの信用低下とな

り、業績や財務状況及び業務処理等に影響を及ぼす可能性があります。

③親会社との連携及びこれに伴うホテル事業等の新規に関するリスク

　当社は、Red Planet Holdings Pte Ltd（以下、「RPH社」といいます。）と平成24年４月８日付で業務提携に関

する基本合意書を締結し、ホテルの運営事業やEコマース事業をを行うことを合意しました。当社グループは、ホ

テル事業やEコマース事業を通じて、今後もRPH社との連携を深めていく予定であります。当社は、かかる連携に基

づき、両社の強みを活かし、日本国内及び東南アジア等への新たな事業展開も視野に入れたアジアを中心とする事

業領域拡大を図ります。

　しかしながら、RPH社との連携が計画通りに実行されるとの保証はなく、またかかる連携が実行された場合で

も、当社が企図する経済的効果が得られない可能性があります。また、RPH社とのホテル事業については設備投資

や運営費等の多額の費用を要し、当該費用の一部については借入金で賄うこととしていることから、当社が想定す

るとおり事業が進捗しない場合、金利上昇が生じた場合やホテル事業やEコマース事業といった新規事業において

予想外の費用が生じた場合等には、当社グループの経営成績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

ハ）その他

①親会社に関するリスク

平成26年９月30日現在、当社の総議決権数に対する議決権割合40.1％を所有するRPH社は、当社の親会社に該当

しており、RPH社は株主としての議決権の行使等により、当社の意思決定に重大な影響を及ぼすこととなります

が、RPH社の当社の経営方針に関する考え方やRPH社の利害が、当社の他の株主と常に一致するとの保証はなく、

RPH社の当社の経営方針に関する考え方並びにRPH社による当社株主としての議決権行使及び保有する当社普通株式

の処分の状況等により、当社グループの事業運営及び当社普通株式の需給関係等に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

②株式の追加発行に伴う希薄化

当社は、将来、株式の払込金額が時価を大幅に下回らない限り、株主総会決議によらずに、発行可能株式総数の

うち未発行の範囲において、株式や新株予約権を追加的に発行する可能性があります。将来における株式や新株予

約権の発行は、その時点の時価を下回る価格で行われ、当社普通株式の需給関係に悪影響を及ぼす可能性があり、

かつ、株式の希薄化を生じさせる可能性があります。

③企業買収・戦略的提携について

　当社グループは、既存の事業環境を拡大するため、また新たな事業領域拡大のため、事業戦略の一環として、企

業買収や資本提携を含む戦略的提携を行う可能性があります。企業買収や戦略的提携に際しては十分な検討を行っ

ておりますが、買収・提携後の事業計画が当初の計画通りに進捗しない場合には、業績に影響を与える可能性があ

ります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

①当連結会計年度において下記のとおり愛知県名古屋市のホテル用地取得に伴う不動産売買契約書を締結してお

ります。

所在地 愛知県名古屋市中区錦

不動産売買契約書締結日 平成26年４月30日

最終残金支払日（所有権移転） 平成26年７月31日

総額 約805,000千円
 

②当連結会計年度において下記のとおり東京五反田既存ホテル取得に伴う不動産売買契約書を締結しております。

所在地 東京都品川区五反田

不動産売買契約書締結日 平成26年７月14日

最終残金支払日（所有権移転） 平成26年９月１日

総額 約1,347,000千円
 

③当連結会計年度において下記のとおり株式譲渡契約書及び増資引受契約書を締結しております。

会社名 株式会社キューズダイニング

住所
北海道札幌市中央区南３条西一丁目１番地１南３西１
ビル６階

株式譲渡契約日 平成26年５月30日（49.00％）

増資引受契約日
平成26年７月31日（5.25％）
※増資により発行された株式を追加取得

総額
平成26年５月30日支払額　約299,625千円
平成26年７月31日支払額　約 70,224千円
 合計　　　　　　　　　約369,850千円

 

④当連結会計年度において下記のとおり増資引受契約書を締結しております。

会社名 Sweetstar Asia Limited

住所
1901 Lyudhurst Tower1 Lyudhurst Terrace
central,Hong Kong

株式取得契約日 平成26年９月17日

取得株式 1,250,000株（51.02％）

総額 約135,500千円
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６ 【研究開発活動】

 該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析等の内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析し

た内容であります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

（１）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、必要と考えられる見積りは、合理的な基準に基づいて実施し

ております。

詳細につきましては、「第５経理の状況　１連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項 連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。

 

（２)当連結会計年度末における財政状態の分析

①資産の部

当連結会計年度末における総資産の額は、前連結会計年度末に比べ5,848百万円増加し、7,722百万円となりまし

た。これは主に第２回ライツ・オファリングの実施、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行による現金及

び預金の増加、有形固定資産の取得及び子会社株式取得に伴うのれんの増加によるものであります。

②負債の部

当連結会計年度末における負債の額は、前連結会計年度末に比べ2,814百万円増加し、3,772百万円となりまし

た。これは主に短期借入金及び長期借入金の増加によるものであります。

③純資産の部

当連結会計年度末における純資産の額は、前連結会計年度末に比べ3,033百万円増加し、3,950百万円となりまし

た。これは主に第２回ライツ・オファリングの実施、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行により資本金

及び資本準備金が増加したことによるものであります。

 

（３）当連結会計年度の経営成績の分析

　　前連結会計年度は、決算期変更に伴い13か月決算となっており、前年同期比は行っておりません。

①売上高

当連結会計年度は、ソリューション事業における売上がサポートする一部アーティストの予定するアルバム発売

等がずれ込んだこと、また、新譜・旧譜ともに当初予定したいた売上を下回ったこと、並びにホテル事業は、当初

予定していたホテル取得時期のずれ込みなどにより、非常に厳しい状況で推移し、売上高1,824百万円となりまし

た。

また、ホテル事業につきましては、平成26年７月14日付で東京五反田の既存ホテル「ロイヤルオーク五反田」の

取得に関しての取締役会決議をし、当連結会計年度への売上は若干ではありますが寄与しております。
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②売上原価

売上原価の総額は1,333百万円となり、売上原価率は73.1％となりました。

③販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計は、870百万円となりました。これは主に、ホテル事業の強化に伴う人件費等及び減

価償却費が増加したことによるものであります。

④営業外損益

営業外収益は４百万円となり、営業外費用は66百万円となりました。

営業外費用の66百万円は、支払利息15百万円、持分法による投資損失15百万円並びに資金調達に係る株式交付費

30百万円によるものであります。

⑤当期純利益

以上の結果、当期純損失は430百万円となりました。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に関する注記を開示するまでには

至りませんが、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当該重要事象等を解消し、または改善するため、以下のとおり取組んでまいります。

①ディストリビューション事業は、一部のアーティストの売上は好調なものの、アルバム等の発売時期により売上

高が左右されることもあり、安定的な売上高を確保するまでには至っておりません。そのため現在、安定的な売

上高を確保する取り組みとして、ニッチ市場の開拓を積極的に推進するとともに、支出を抑制するため更なるコ

スト削減を図り、収益改善に努めております。

②ホテル事業は、現在、既にオープンしておりますホテルが東京五反田（ホテルロイヤルオーク五反田）、チュー

ン那覇沖縄ホテル、現在建設中が東京浅草（平成27年８月オープン予定）、ホテル用地取得済は名古屋市中区

錦、また、東京都目黒区の既存ホテルの区分所有であり、平成26年９月に取得した東京五反田（ホテルロイヤル

オーク五反田）は翌期、通期で売上高に貢献する予定であり、ホテル事業の更なる強化を図ってまいります。

③飲食事業は、当連結会計年度において、北海道札幌市を中心に約17店舗を展開する事業会社の約54％の株式を取

得したことにより、当連結会計年度に連結子会社化し当社グループのホテル事業との共有を図り、飲食事業の強

化を図ってまいります。また、取得した事業会社の子会社が運営するスイーツ事業が好調に推移していることも

あり、当社グループとの幅広い共有やコラボ企画等の提案により、グル―プ内における相乗効果を図ってまいり

ます。

④当社グループは、前連結会計年度に続き２回目となるライツ・オファリングを実施し、約2,010百万円の資金調

達を実施するとともに、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行による資金調達2,750百万円についても

開示し、ホテル事業を中心とした新たな事業の強化を図り、安定的な収益確保に向けた取組を図っております。

EDINET提出書類

株式会社レッド・プラネット・ジャパン(E02978)

有価証券報告書

 20/104



 

（５）経営戦略の現状と見通し

当社グループが属する音楽業界の市場環境は依然として厳しい状況が続いており、市場状況の先行きを予想する

ことが非常に難しい状況であります。そのため、安定的な収益確保に向けた取組みとしてホテル事業及び飲食事業

を第２の柱となるべく事業の運営を開始しております。

既存事業のディストリビューション事業については、売上規模を少なくとも維持しつつ、事業内容をマーケット

の変化に対応して更にリフォームしていくことを中期的な目標としてまいります。

また、新たに開始したホテル事業につきましては、現在、既にオープンしておりますホテルが東京都品川区（ホ

テルロイヤルオーク五反田）、沖縄県那覇市（チューン那覇沖縄ホテル）、現在建設中が東京都台東区浅草（平成

27年８月オープン予定）、ホテル用地取得済が愛知県名古屋市中区錦、また、東京都目黒区の既存ホテルの区分所

有と、ホテル事業の強化を図るとともに、安定的な収益確保に向けた取組みを開始するとともに、今後も日本国内

における政令指定都市を中心に積極的な進出を図ります。

上記経営戦略等の実行により、既存事業の進化、新たな事業領域へのチャレンジを掲げ、広く社会から信頼され

る企業となることを目指してまいります。

平成26年９月期の業績予想については売上高5,800百万円、営業利益550百万円、経常利益130百万円、当期純利

益20百万円を予定しております。

 

（６）資本の財政及び資金の流動性についての分析

　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

 

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　　　「３　対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は約2,388百万円で、その内訳は、主として新たに開

始しておりますホテル事業強化に伴う、固定資産の取得となっております。

 　なお、主要な設備の除却及び売却はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、次の通りです。

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年９月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物 土地 その他 合計

本社
(東京都港区）

その他 本社機能 2,939 － 512 3,451  ７

ホテル事業 ホテル関連設備 452,421 1,668,219 259,130 2,379,772 －

 

(注)１　上記金額に消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　帳簿価額のその他は、工具、器具及び備品、建設仮勘定、ソフトウェアであります。

 

(2) 国内子会社

    平成26年９月30日現在

会社名

事業所
名
(所在
地)

セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
信託機械
装置

信託土地
リース資
産

その他 合計

ダイキサウ
ンド㈱

東京都
港区

ディスト
リビュー
ション事
業

ソフト
ウェア

－ － － － 1,058 1,058 13

チューン那
覇匿名組合

東京都
港区

ホテル事
業

ホテル関
連設備

815,482 29,724 208,825 － 7,133 1,061,165 　－

㈱レッド・
プ ラ ネ ッ
ト・ホテル
ズ・ジャパ
ン

東京都
港区

ホテル事
業

管理運営
設備

－ － － － 6,751 6,751 14

㈱キューズ
ダイニング

北海道
札幌市

飲食事業
飲食店関
連設備

97,449 － － 174,154 28,081 299,684 63

㈱VALORE
北海道
札幌市

飲食事業
飲食店関
連設備

9,246 － － － 273 9,520 ２

㈱スイート
スター

北海道
札幌市

飲食事業
飲食店関
連設備

57,574 － － 17,537 6,696 81,808 ２

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．帳簿価額の建物及び構築物には、信託建物及び信託構築物を含めております。

４．帳簿価額のその他は、ソフトウェア、車輌運搬具、工具、器具備品、機械装置であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達方
法

着手予定年
月

完了予定年月
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社
東京都台東
区

ホテル事業 ホテル設備 2,062 254
自己資金
及び借入

平成26年
 １月

平成27年
 ８月

提出会社
名古屋市中
区

ホテル事業 ホテル設備  2,882 813
自己資金
及び借入

平成27年
 ２月

平成28年
 ５月

提出会社
東京都目黒
区

ホテル事業 ホテル設備 707 ―
自己資金
及び借入

平成26年
 10月

平成27年
 ３月

 

(注)１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２．設備完成後の増加能力を正確に測定することが困難であるため、完成後の増加能力を記載しておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 320,000,000

合計 320,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年１月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 142,695,837 154,125,837
東京証券取引所
JASDAQ

(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 142,695,837 154,125,837 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成26年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2)【新株予約権等の状況】

　　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであり

ます。

①平成26年2月５日開催の取締役会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

 
事業年度末現在

（平成26年９月30日）
提出日の前々月末現在
（平成26年11月30日）

新株予約権の数(個)  132,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の
数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　
（株）

13,200,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額　
(円)

            37 　 (注2) 同左

新株予約権の行使期間 平成26年２月21日～平成34年２月20日 同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　(円)

発行価格　37
資本組入額　18.5

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社及び
当社グループの取締役及び監査役若し
くは従業員の地位にあることを要す
る。ただし、任期満了による退任、定
年退職等その他正当な理由のある場合
はこの限りではない。
その他の条件は、当社と新株予約権の
割り当てを受けたものとの間で締結し
た「新株予約権付与契約」で定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取
締役会の決議による承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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事業年度末現在

（平成26年９月30日）
提出日の前々月末現在
（平成26年11月30日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

 当社が、合併（当社が合併により消滅
する場合に限る。）、吸収分割、新設
分割、株式交換または株式移転（以上
を総称して以下、「組織再編行為」と
いう。）を行う場合において、組織再
編行為の効力発生日に新株予約権者に
対し、それぞれの場合につき、会社法
第236条第１項第８号イからホまでに掲
げる株式会社（以下、「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の
条件に基づきそれぞれ交付することと
する。
ただし、以下の条件に沿って再編対象
会社の新株予約権を交付する旨を、吸
収合併契約、新設合併契約、吸収分割
契約、新設分割計画、株式交換契約ま
たは株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権
の数
新株予約権者が保有する新株予約権の
数と同一の数をそれぞれ交付する。
②新株予約権の目的である再編対象会
社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。
③新株予約権の目的である再編対象会
社の株式の数
組織再編行為の条件を勘案のうえ、下
記(注)１．に準じて決定する。
④新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額は、組織再編
行為の条件等を勘案のうえ、下記(注)
２．で定められる行使価額を調整して
得られる再編後行使価額に、下記(注)
６.に従って決定される当該新株予約権
の目的である再編対象会社の株式の数
を乗じた額とする。
⑤新株予約権を行使することができる
期間
下記(注)３.に定める行使期間の初日と
組織再編行為の効力発生日のうち、い
ずれか遅い日から下記(注)３.に定める
行使期間の末日までとする。
⑥新株予約権の行使により株式を発行
する場合における増加する資本金及び
資本準備金に関する事項
下記(注)４に準じて決定する。
⑦譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による取得の制限については、再
編対象会社の取締役会の決議による承
認を要するものとする。

同左
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(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

      ２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金37円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
 

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式
の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株
式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ
る。

調整後行使価額

 
＝ 調整前行使価額

 
× 既発行株式数 ＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数
 

 

　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に
かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規
発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他
これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調
整を行うことができるものとする。

３．新株予約権を行使することができる期間
本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という）は、平成26年２月21日から平成34
年２月20日までとする。

４．増加する資本金及び資本準備金に関する事項
①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１
項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき
は、その端数を切り上げるものとする。
②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金
等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

６．新株予約権の行使の条件
　　①割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所における当社普通株式の普通
取引終値の１ヶ月間 (当日を含む21取引日)の平均値が一度でも行使価額（但し、上記３．（２）に準じて
取締役会により適切に調整されるものとする。）に15％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存
するすべての本新株予約権を行使価額（但し、上記３．（２）に準じて取締役会により適切に調整されるも
のとする。）で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当
するときはこの限りではない。
(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったことが
判明した場合
(c)当社が上場廃止となり、破産、民事再生、会社更生、特別清算その他これに類する法的手続の各手続開
始の申立てがなされ、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合
②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな
るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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　②　平成26年７月14日開催の取締役会決議に基づき発行した第４回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成26年９月30日）
提出日の前々月末現在
（平成26年11月30日）

新株予約権の数(個)      　　　412,084           400,654

新株予約権のうち自己新株予約権の
数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　
（株）

41,208,400 40,065,400

新株予約権の行使時の払込金額　
(円)

            35 　 (注2) 同左

新株予約権の行使期間 平成26年７月30日～平成28年７月29日 同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の
発行価格及び資本組入額　(百万円)

発行価額　　 　35円
資本組入額　　17.5円

　　　　　　　同左

新株予約権の行使の条件

一部行使はできないものとする。な
お、本新株予約権の割当日以降、東京
証券取引所における当社普通株式の普
通取引の終値が20取引日連続して、当
該各取引日における行使価額の 180％
を超えた場合、当社は、当社取締役会
が別途定める日（以下、「取得日」と
いう。）の２週間前までに本新株予約
権者に対する通知又は公告を行うこと
により、当該取得日において本新株予
約権１個につき金 41 円で、当該取得
日に残存する本新株予約権の全部又は
一部を取得することができる。なお、
本新株予約権の一部の取得をする場合
には、抽選その他の合理的な方法とし
て当社取締役会が決定する方法により
行うものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―
 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月１日～
平成22年８月31日
（注）１

32,394 162,473 31,260 1,888,843 31,227 131,196

平成22年９月１日～
平成23年８月31日
（注）２

115,421 277,894 102,493 1,991,337 102,378 233,574

平成23年９月１日～
平成24年８月31日
（注）３

─ 277,894 △1,893,337 98,000 △135,574 98,000

平成24年９月１日～
平成25年９月30日
（注）４、５

54,780,457 55,058,351 340,861 438,861 340,861 438,861

平成25年10月１日～
平成26年９月30日
（注）６

87,637,486 142,695,837 1,664,072 2,102,933 1,664,072 2,102,933

 

(注) １ 第三者割当増資

 平成22年3月16日付け実施の第三者割当増資により、発行済株式数が32,394株増加しております。

 発行価格　 　1,929円

 資本組入額　　 965円

 主な割当先　アイシス・パートナーズ（株）

２　第三者割当増資

　平成22年12月１日付け実施の第三者割当増資（Ａ種優先株式）により、発行済株式数が115,421株増加し

ております。

 発行価格　 　1,775円

 資本組入額　　 888円

 主な割当先　アイシス・パートナーズ（株）

３　会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、株主総会の決議により資本金を1,893,337

千円、資本準備金を135,574千円減少し、欠損填補したものであります。

４　当社は平成25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。

５　平成25年４月12日の取締役会決議により、第１回ライツ・オファリングによる新株予約権を発行し、当該新

株予約権の行使期間である平成25年６月７日から同年同月28日までに、当該新株予約権の行使による発行済

株式総数の増加は27,268,951株、資本金340,861千円、資本準備金340,861千円が増加しております。

６　平成26年10月９日の取締役会決議により、第２回ライツ・オファリングによる新株予約権を発行し、当該新

株予約権の行使により50,273,886株の増加、平成26年７月14日の取締役会決議により第三者割当による新株

式及び新株予約権の発行・行使により、平成26年７月30日から平成26年９月30日までの間において、

37,363,600株、合計87,637,486株の増加、また、資本金1,664,072千円、資本準備金1,664,072千円がそれぞ

れ増加しております。

７　平成25年10月９日付で提出した有価証券届出書に記載いたしました「第一部　証券情報　第１　募集事項　

４　新規発行による手取金の使途（２）手取金の使途」について下記のとおり平成26年９月１日に変更が生

じております。なお、当該変更箇所については下線＿で示しております。

　　平成26年９月１日付　変更前

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

①
東京都台東区浅草に開業する予定のホテルに係る建物及びそ
の敷地の取得費用の一部並びに当該ホテルに関する一般管理
費等

1,150,000,000円
平成25年12月～平成27
年６月

 

 

　　平成26年９月１日付　変更後

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

①

イ）東京都台東区浅草に開業する予定のホテルに係る建物及
びその敷地の取得費用の一部並びに当該ホテルに関する
一般管理費等

850,000,000円
平成25年12月～平成27
年９月

ロ）株式会社キューズダイニングの株式取得 299,625,490円 平成26年５月末
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８　平成26年７月14日付で提出した有価証券届出書記載いたしました「第一部　証券情報　第１　募集事項　

４　新規発行による手取金の使途（２）手取金の使途」について下記のとおり平成26年９月１日及び平成26

年９月17日に変更が生じております。なお、当該変更箇所については下線＿で示しております。

　　　　 平成26年９月１日付　変更前

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

東京都品川区五反田のホテルの取得に関する費用、及びこれに係る
一般管理費等

800,000,000円
平成26年８月から平成
26年10月

東京都区内（東京浅草、五反田物件を除く）、大阪のホテルに係る
建物及びその敷地の取得費用の一部並びにこれらホテルに関する一
般管理費等

563,294,850円
平成26年７月から平成
27年９月

 

 

　　 平成26年９月１日付　変更後

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

東京都品川区五反田のホテルの取得に関する費用、及びこれに係る
一般管理費等

341,000,000円
平成26年８月から平成
26年10月

東京都区内（東京浅草、五反田物件を除く）、大阪のホテルに係る
建物及びその敷地の取得費用の一部並びにこれらホテルに関する一
般管理費等

1,022,294,850円
平成26年７月から平成
27年９月

 

 

　　平成26年９月17日付　変更前

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

東京都品川区五反田のホテルの取得に関する費用、及びこれに係る
一般管理費等

341,000,000円
平成26年８月から平成
26年10月

東京都区内（東京浅草、五反田物件を除く）、大阪のホテルに係る
建物及びその敷地の取得費用の一部並びにこれらホテルに関する一
般管理費等

1,022,294,850円
平成26年７月から平成
27年９月

 

 

　　平成26年９月17日付　変更後

使途の内容 金額（円） 支出予定時期

東京都品川区五反田のホテルの取得に関する費用、及びこれに係る
一般管理費等

341,000,000円
平成26年８月から平成
26年10月

東京都区内（東京浅草、五反田物件を除く）、大阪のホテルに係る
建物及びその敷地の取得費用の一部並びにこれらホテルに関する一
般管理費等

882,294,850円
平成26年７月から平成
27年９月

Sweetstar Asia Limited新設会社設立に伴う出資金 140,000,000円
平成26年９月17日から
平成26年12月末
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(6) 【所有者別状況】

平成26年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状
況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) － １ 16 48 23 26 10,659 10,773 ―

所有株式
数　(単元)

－ 57,435 101,851 67,517 601,736 1,676 596,734 1,426,949 937

所有株式数
の割合(％)

－ 4.02 7.13 4.73 42.16 0.11 41.85 100.0 ―
 

(注) 自己株式50,100株は、「個人その他」に含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Red Planet Holdings Pte Ltd

（常任代理人　今津法律事務所）

（注）１

100 Beach Road, #25-06, Shaw

Towers, Singapore
57,286,000 40.15

Oakキャピタル株式会社　　　 東京都港区赤坂８－10－24 5,872,100 4.12

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１－

２－10
5,743,500 4.02

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 3,088,100 2.16

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 2,685,800 1.88

マネックス証券株式会社 東京都千代田区麹町２－４－１ 2,637,901 1.85

片岡　房雄 東京都江東区 1,001,000 0.70

坂口　真弘 神奈川県横浜市 655,000 0.46

OKASAN　INTERNATIONAL(ASIA)
LIMITED A/C CLIENT　（常任代理

人　岡三証券株式会社）

UNIT 　NOS.4601-3 　46F,THE

CENTER 　99 　QUEENS 　ROAD

CENTRAL,HONG KONG

650,000 0.46

カブドットコム証券株式会社
東京都千代田区大手町１－３－

２
490,600 0.34

計 ― 80,110,001 56.14
 

（注）１．Red Planet Holdings Pte Ltdは、当社の親会社に該当します。同社は、平成26年９月末現在において、当

社株式 57,286,000株を所有しており、所有割合は40.15となっております。

２．前連結会計年度において主要株主であったミネルヴァ債権回収株式会社は、当事業年度末現在では主要株

主でなくなりました。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 50,100 ─ ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
142,644,800

1,426,448 ─

単元未満株式 937 ― ─

発行済株式総数 142,695,837 ― ―

総株主の議決権 ― 1,426,448 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社レッド・プラネッ

ト・ジャパン

東京都港区赤坂一丁目７番

１号
50,100 ― 50,100 0.04

計 ― 50,100 ― 50,100 0.04
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法に基づき、平成26年２月５日の取締役会において決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年２月５日

付与対象者の区分及び人数（名）

 当社取締役　　　　　　５名
 当社監査役　　　　　　３名
 当社子会社取締役　   ６名
 当社子会社監査役　   １名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2) ①[新株予約権等の状況]に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他　(　─　) ― ― ― ―

保有自己株式数 50,100 ― 50,100 ─
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な政策の一つと認識しており、収益力の向上・財務体質の改善を図

りながら長期的かつ安定した配当及び利益還元をおこなうことを基本方針としております。

配当の決定機関及び回数につきましては、株主総会の決議により期末において年１回実施することを基本方針と

し、業績等に応じて、取締役会の決議により中間配当を実施することとしております。なお、当社は、「取締役会

の決議によって、毎年３月末日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

当期の配当につきましては、上記基本方針に基づき無配とすることを決定いたしました。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月 平成25年９月 平成26年９月

最高(円) 3,550 12,620 11,000
44,925

※１　　　669

 
103
 

最低(円) 1,372 1,450 3,765
3,693

※１　　　266

 
24
 

 

(注) １ 最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所(JASDAQ市場）におけるものであり、平成22年

10月12日以降は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

２ 平成25年４月24日開催の臨時株主総会の決議により、決算日を９月30日に変更しております。

３　※１は、平成25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で行った株式分割による権利落ち

後の最高・最低株価を示しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 38 34 36 82 103 79

最低(円) 32 24 28 33 49 51
 

(注) １　最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 小野間　史敏 昭和39年12月19日生

平成２年４月 日商岩井㈱（現、双日㈱)　入社

(注)3 32,000

平成15年７月 ミネルヴァ債権回収㈱　入社

平成17年６月
ミネルヴァ債権回収㈱ 執行役員企業再生部

長

平成18年３月 ピーター商事㈱ 代表取締役社長

平成18年４月 ミネルヴァ債権回収㈱ 代表取締役社長

平成19年５月

 
平成22年４月

アイシス・パートナーズ㈱　代表取締役社
長　就任

アイシス・パートナーズ㈱　取締役

平成22年10月 ダイキサウンド㈱　代表取締役就任

平成23年３月 当社　代表取締役社長（現任）

平成23年５月 ダイキサウンド㈱　取締役 (現任)

平成24年５月
㈱レッド・プラネット・ホテルズ・ジャパ
ン　 代表取締役社長 (現任)

平成26年５月 ㈱キューズマネージメント取締役 (現任)

取締役 ―
サイモン・ゲロ
ヴィチ

昭和52年4月28日生

平成12年 米国ハーバード大学卒業

(注)3 －

平成12年
ゴールドマン・サックス証券㈱

入社

平成18年
Evolution Capital Public

Company Limited社　CEO就任（現任）

平成21年
Red Planet Hotels Limited社

取締役会長就任（現任）

平成22年
Sparx Ventures Limited社

マネージングパートナー就任　(現任）

平成23年
Red Planet Holdings Pte Ltd社

会長就任（現任）

平成25年４月 当社取締役（現任）

平成26年５月 ㈱キューズダイニング　取締役 (現任)

取締役 ―
ティモシー・ハ
ンシング

昭和42年２月４日生

平成元年 Whitbread Hotel Group社　入社

(注)3 －

平成５年
Pannll Kerr Foster Associates社　入社　

シニアコンサルタント

平成８年

Arthur Andersen社入社　中東アフリカ地

区　Real Estate&Hospitality Group

ディレクター就任

平成11年
Movenpick Hoteles and Resorts社　上級副

社長就任

平成14年
Kingdom Hotel Investment社

開発担当執行役員就任

平成22年
Red Planet Hotels Limited社 取締役CEO就

任（現任）

平成25年４月 当社取締役（現任）

平成26年５月 ㈱キューズダイニング　取締役 (現任)

取締役 ―
マーク・ライ
ネック

昭和43年６月24日生

平成２年
英国ロンドン・スクール・オブ・エコノミ
クス卒業

(注)3 －

平成２年 バーリング証券会社入社

平成８年
アセット・プラス証券会社　

執行役員兼営業部長就任

平成８年 Ombujongwe Farming Pty. 入社（現任）

平成12年
BRAC EPL Investments Limited社設立　役

員就任

平成12年
Indoesuez W.I Carr Securities社　専務取

締役兼東南アジア担当　ＣＥＯ就任

平成14年
Kudu Company Limited社設立　

役員就任

平成15年 Big Cat Investments Pty.入社（現任）

平成20年
Evolution Capital Public Company

Limited社　執行役員兼CEO（現任）

平成22年
Red Planet Hotels Limited社

執行役員就任（現任）

平成25年12月 当社取締役就任（現任）

平成26年５月 ㈱キューズダイニング　取締役 (現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

 
取締役

― 日置　俊光 昭和50年１月20日

平成11年11月
ジョイズファクトリー(有)　設立

代表取締役 就任（現任）

 
(注)3

 
－

平成13年９月
 ㈱キューズダイニング　設立

代表取締役 就任

平成20年３月  ㈱VALORE　設立

平成25年３月
 ㈱スイートスター

代表取締役　就任（現任）

平成26年４月
㈱キューズマネージメント　設立

代表取締役 就任（現任）

平成26年５月
㈱キューズダイニング

取締役（現任）

平成26年12月 当社取締役就任（現任）

 
取締役

― 清田　卓生 昭和44年９月14日

平成６年10月 中央監査法人入所

 
(注)1,3

 
－

平成11年９月
日本エーエム株式会社（現株式会社カーチ
ス）入社

平成12年10月
有限会社ケイ（現ワンセンチュリーカンパ
ニー株式会社）取締役

平成13年３月
ハートアンドブレインコンサルティング株
式会社取締役

平成15年４月
ハートアンドブレインインベストメント株
式会社（現HBI株式会社）代表取締役

平成16年１月
株式会社ビットアイル管理本部長兼社長室
長

平成16年10月

株式会社ビットアイル取締役

有限会社ケイ（現ワンセンチュリーカンパ
ニー株式会社）監査役

平成17年７月 HBI株式会社取締役（現任）

平成18年12月 株式会社リラク取締役（現任）

平成19年11月 株式会社テラス取締役

平成22年８月 株式会社モブキャスト取締役

平成23年11月
有限会社ケイ（現ワンセンチュリーカンパ
ニー株式会社）取締役（現任）

平成25年２月 株式会社モブキャストイーシー取締役

平成26年８月 株式会社あどばる取締役（現任）

平成26年12月 当社取締役就任（現任）

監査役
（常勤）

― 高桑　昌也 昭和52年10月27日

平成12年10月 会計士補登録

平成26

年12

月～平

成29年

12月

(注)2,4

―

平成12年10月 中央青山監査法人入所

平成14年９月 金融庁入庁　証券取引特別調査官

平成16年３月 公認会計士登録

平成19年４月 ㈱リテイル・ネット　監査役

平成21年３月  ㈱キネマ旬報社　監査役（現任）

平成21年７月
 ㈱イーエスリサーチ　

代表取締役社長（現任）

平成24年７月 税理士登録

平成25年４月 ㈱シュガービット　監査役（現任）

平成26年10月  ㈱ブルークエスト　監査役（現任）

平成26年12月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 品川　広志 昭和51年12月７日

平成14年10月 濱田松本法律事務所（弁護士）

平成26

年12

月～平

成29年

12月

(注)2,4

―

平成20年9月 Alston & Bird法律事務所　研修

平成21年9月
モルガン・スタンレー証券株式会社　投資
銀行本部　出向

平成22年8月 米国カリフォルニア州弁護士登録

平成22年10月 森・濱田松本法律事務所（弁護士）

平成24年1月 錦華通り法律事務所(弁護士)（現任）

平成24年4月

東急リアル・エステート・インベストメン
ト・マネジメント株式会社　コンプライア
ンス・リスクマネジメント委員会　外部委
員（現任）

平成25年3月
星野リゾート・リート投資法人　監督役員
（現任）

平成26年12月 当社監査役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役 ―
ピーター・ベイ

ンズ
昭和33年3月21日

昭和54年 ブリティッシュコロンビア工科大学卒業

平成26

年12

月～平

成29年

12月

(注)2,4

―

平成3年
 Fairmont Raffles Hotels

International　入社

平成14年 同社　カナダ勤務　開発担当執行役員就任

平成23年　
同社　シンガポール勤務　開発担当執行役
員就任

平成25年
Red Planet Hotels Limited入社　CFO就任

（現任）

平成26年12月 当社監査役就任（現任）

計 32,000
 　
(注) １　取締役　清田卓生は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　高桑昌也、品川広志、ピーター・ベインズは会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　平成26年12月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　当社定款の定めにより前任者の任期の満了する時までとなるため、平成26年12月25日開催の定時株主総会の

終結の時から３年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

当社グループは、「快適さ（Quality of Living）は自らチョイスする時代へよりよい選択肢を提供できる企業と

なる」という経営理念を実現するため、株主はじめ、当社を取り巻く多様なステークホルダーとの関係を一層重視す

べく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上最も重要な課題の一つと考えております。

　当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は以下の通りです。

 

１．当社グループは、株主、従業員、取引先その他のステークホルダーの立場を尊重し、関係を重視してまいりま

す。各ステークホルダーとの対応姿勢にかかる方針を全社的に示し実践していくことにより、関係の維持、発展

に努めてまいります。

２．当社グループは、取締役による職務執行、経営方針の決定について、監査役会による厳正な監査が機能する体

制の整備に努めてまいります。

３．当社は、内部統制及びコンプライアンス遵守を最重要課題との認識を持ち、組織体制の強化を図ってまいりま

す。社長直轄の内部監査人１名による各部署等の業務の監査、顧問弁護士等専門家の活用、リスク情報の社内共

有などの取組みに努めてまいります。

４．当社グループは、経営の透明性を高め、株主などへの説明責任を果たすために、公正かつ迅速に、会計情報そ

の他の情報開示をおこなってまいります。ホームページの積極活用等により、事業の概況及び展望等について、

投資家等への情報開示を積極的に推進してまいります。

 

当社グループは、以上の基本的な考え方に基づき、今後とも、コーポレート・ガバナンスの充実を実現するため

に、必要な施策を実施・評価してまいります。

 

イ 企業統治の体制の概況

 当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る機関は下記の通りです。

・取締役会

当社の取締役会は、提出日現在、代表取締役１名、その他取締役５名（社外取締役１名を含む）の６名体制を

とっております。月１回の定時取締役会に加え臨時取締役会を適時開催しております。なお、当事業年度において

取締役会は13回開催しております。

　平成14年11月より取締役の任期を１年とし毎年株主の皆様に信任のご判断をお願いしており、どのような経営環

境にも迅速に対応できるように取締役会の運営を図ると同時に、経営に対する責任を明確にしております。

・幹部会

　当社グループは、重要な経営課題にあたっては、取締役会における議論に先立ち、取締役、ほか幹部社員で構成

される幹部会を通じて活発に意見交換を行っております。これにより、現場の業務執行について、経営陣が迅速に

情報共有、意思決定をおこなうことのできる体制を整備しております。

・監査役及び監査役会

　当社は、監査役会設置会社としており、提出日現在、監査役会は３名で、３名が社外監査役で、そのうち１名は

常勤監査役です。常勤監査役の１名は公認会計士であり、専門的見地から監査をおこなっています。監査役は、監

査役会のほか、全ての取締役会及び重要な会議に随時出席し、各取締役の職務執行について厳正な監査を実施して

います。

・会計監査人

　当社は、清和監査法人と監査契約を締結し、金融商品取引法及び会社法に基づく監査を受けており、適切な監査

が実施されております。
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　当社の会社の機関及び内部統制に係る組織体制は下表の通りです。

 

ロ　企業統治の体制を採用する理由

当社では、企業競争力強化を図り、スピーディーな経営の意思決定及び経営の透明性・合理性向上を目的として

おります。また、コンプライアンスは、コーポレート・ガバナンスの基本と認識しており、単に法令や社内ルール

の遵守にとどまらず、社会倫理や道徳を尊重する企業風土作りに努めております。

　従って、公正かつ健全な企業活動を促進し、コーポレート・ガバナンスの体制拡充を図るため、現状の体制を採

用しております。

 ハ　内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基き、内部統制システム構築に関して、以下のとおり、業務の適正を確保

するための体制を整備するものとしております。

 

  a．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために以下のような取組みをおこなって

おり、今後ともこれにかかる体制の整備を図っていくものとします。

・当社の取締役は、高い倫理観をもち、法令及び定款その他社内規程の順守はもとより、経営の健全性と透明性を

高めるための体制の構築について率先して行動をおこない、当社及び当社グループの構成員に向けて適切な指揮、

指導をおこなう。

・当社の取締役による構成される取締役会は、当社所定の「取締役会規則」にもとづき、法令及び定款にもとづい

た適正な運営をおこなう。
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  b．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために以下のような取組みをおこなって

おり、今後ともこれにかかる体制の整備を図っていくものといたします。

・当社は、独立した内部監査として社長直轄の内部監査人を設置し、内部監査人は当社の内部監査システムにおい

て、コンプライアンス及び内部統制の観点から、モニタリング、指導、助言をおこなう重要な機能を担う。内部監

査人は、当社所定の「内部監査規程」に基づき、年度スケジュールにしたがって子会社を含めた各部署の内部監査

を実施し、法令及び定款その他社内規程等の順守についての指導を継続的におこない、コンプライアンス及び内部

統制が組織として機能していることの検証を実践する。

・コンプライアンス及び内部統制に係る業務指針となる社内規程については、関係法令の改正などにあわせ随時加

筆修正をおこなう。

   c．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る重要文書等の情報の取り扱いは、取締役１名を担当責任者とし、「文書管理規程」

「内部情報管理規程」等の社内規程に従い、適切に保存及び管理をおこなうものといたします。

　また、当該業務を、内部監査部門による内部監査の対象とし、業務の適正性確保のための継続的なモニタリング

をおこなうものといたします。

  d．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、事業活動に伴う様々なリスクへの対応について、以下のような取組みをおこなっており、今後ともこれ

にかかる体制の整備を図っていくものといたします。

・社内規程等において、取締役及び使用人が適正なリスク管理の考え方に基づく行動をとるよう定め、これの順守

状況を内部監査人が監視、監督する体制を構築する。

・重要なリスク情報は、月１回の定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会に報告される。また、取締役ほ

か幹部社員で構成される幹部会においても、リスク情報について情報交換及び議論をおこなうことによりリスク管

理体制の強化を図る。

・会社法務等に実績ある法律事務所と顧問契約を結び、随時法律顧問として法律問題全般にわたりアドバイスを適

時受けられる体制を設ける。

   e．取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制

当社グループは、重要な経営課題にあたって、取締役会における議論に先立ち、幹部社員で構成される幹部会な

どを通じて活発に意見交換をおこなうなど、現場の業務執行について経営陣が迅速に情報共有、意思決定をおこな

うことのできる体制の整備を図っていくものといたします。

f．監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、及び当該使用人

の取締役からの独立性に関する事項

当社は、現在、監査役の職務を補助する使用人を置いておりませんが、今後以下の方針により、当該使用人の設

置を検討いたします。

・監査役が監査業務を遂行するにあたって、その職務を補助する使用人を置くこと求めた場合、当社は、その妥当

性を考慮したうえで、これを置くことを認める。

・上記の場合に、監査役が指定する補助すべき期間中、指名された使用人への指揮権ほか、当該使用人の処遇、待

遇等にかかる権限を監査役会に委譲するものとし、当該使用人は取締役の指揮命令を受けない。
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  g．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

当社は、監査役機能の重要性を強く認識しており、当社の業務執行について厳正な監査を実施すべく、以下の取

組みを通じて、社内の重要事項についての報告を受けるべき体制の整備を図っていくものとします。

・監査役は、全ての取締役会及び重要な会議に随時出席し、また必要に応じて各取締役とのヒアリングを実施する

ことにより、取締役会及び各取締役の職務執行について随時報告及び情報提供を受ける。

・監査役は、会計監査人と、毎年の監査スケジュールに合わせて定期的に意見交換をおこなうなど、重要な会計方

針、会計基準及びその変更など、会計上の重要な課題について随時報告及び情報提供を受ける。

・監査役は、内部監査部門と、内部統制システムに係る活動状況について、適宜意見交換、情報共有をおこない連

携を図る。

・監査役のうち１名は常勤とし、日常の業務運営の中で、適宜使用人から重要事項の報告を受けつける。

・上記のほか、取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて、経営上の課題、重大なリスク、子会社に関する重

大な事項、重要な会議議事録その他の業務文書等について随時報告及び情報提供をおこなうものとする。

   h．その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

当社は、監査役との対応について、管理部を所管部門とし、業務運営の状況、重要事項の報告等、緊密に連絡を

おこなうことにより、監査役の円滑な監査業務遂行をサポートするものといたします。また、当社は、今後とも監

査役の監査が実効的におこなわれることを確保するため、取締役と監査役とが適宜意見交換をおこなうなどして、

必要な環境の整備を図っていくものといたします。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

当社は、独立した内部監査部門として、社長直轄の内部監査人を配置しております。内部監査人は、年度スケ

ジュールにしたがって子会社を含めた各部署の内部監査を実施し、法令及び社内規程等の順守についての指導を継続

的におこない、内部統制が組織として機能していることの検証を実践しております。なお、内部統制に係る業務指針

となる社内規程については、内部監査人の指導のもと、関係法令の改正にあわせ随時加筆修正をおこなっておりま

す。

　監査役監査については、当期において監査役会を11回開催しているほか、監査役は、全ての取締役会及び重要な会

議に随時出席し、各取締役の職務執行について厳正な監査を実施しております。

　また、監査役、会計監査人及び内部監査室は、定期的に意見交換をおこない連携を図ることにより、業務及び会計

における課題の改善や、内部統制及びコンプライアンスの実効性の向上を目指しております。

 

③会計監査の状況

当社は、当期における会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を、会計監査人として清和監査法人に依頼いた

しました。

　清和監査法人及び当社監査に従事する業務執行役員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、同監査法人は

すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与しないことの確認をとっておりま

す。当社は同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約を締結し、それに基づき報酬

を支払っております。

当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記の通りです。

      業務を執行した公認会計士の氏名

    　　 清和監査法人　　　指定社員　業務執行社員　戸谷　英之　　市川　裕之

         会計監査業務に係る補助者の構成

 公認会計士　５名、その他　５名
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④社外取締役、社外監査役との関係

社外取締役及び社外監査役については、当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありま

せん。

 

⑤リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、事業活動に伴う様々なリスクについて、毎月実施される取締役会及び幹部社員で構成される幹部

会に報告され、リスク情報等の共有により内部管理体制の強化を図っております。実績ある法律事務所と顧問契約を

結び、当社法務担当役員について、随時法律顧問として法律問題全般にわたりアドバイスを適時受けられる体制を設

けております。

 

⑥役員の報酬等

 イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

52,275 52,275 － － － ５

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － － － －

社外役員 10,252 10,252 － － － ４
 

(注)１. 取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。　

２．取締役の報酬額限度は（平成12年11月28日　第２期定時株主総会決議）年額200,000千円、監査役の報酬限度

額は（平成12年11月28日　第２期定時株主総会決議）年額50,000千円であります。

３．上記の取締役及び監査役の支給人員には、平成25年12月25日開催の第15期定時株主総会の終結の時をもって

退任した取締役１名を含んでおります。

４．期末現在の人員数は取締役５名及び監査役３名であります。

 

 ロ 役員ごとの連結報酬等の総額等

 報酬総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

 ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

  該当事項はありません。 

 

 ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬等の額につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、個々の役員の職責や貢献、会

社の業績等を勘案して決定しており、決定方法は、取締役については取締役会の決議、監査役については監査役会

の決議によっております。

 

⑦株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項及び理由

 イ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年３月末日を基準日として中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。

 ロ 自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取

得できる旨を定款で定めております。
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⑧取締役の定数

当社は、取締役を10名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑨取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めています。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も

定款に定めています。

 

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条第２項に定める決議

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨を定款に定めています。

 

⑪取締役の責任の免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者も含む。）の責任を法令の限度において免除すること

ができる旨を定款に定めています。これは、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮して、

期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

⑫社外監査役の責任限定契約の内容

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額で

す。

 

⑬ＩＲに関する活動状況

当社は、適時開示制度の趣旨を理解し、経営の透明性を確保するため、正確かつ迅速な情報開示に努めておりま

す。

　また、法定開示事項はもとより、ニュースリリースなど発生事実についても、当社ホームページで掲載できる体制

を整備しております。

　なお、当社のＩＲ活動は、情報取扱責任者が担当しており、取締役会、事業部門、経営管理部門と緊密に連携し、

正確かつ迅速な会計情報その他の情報開示の実施に努めております。

 

⑭株式の保有状況

イ.　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

　該当事項はありません。

ロ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　該当事項はありません。

 ハ. 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

　監査証明業務に
　基づく報酬(千円)

　非監査業務に
　基づく報酬(千円)

　監査証明業務に
　基づく報酬(千円)

　非監査業務に
　基づく報酬(千円)

提出会社 20,000 ─ 23,000 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 20,000 ─ 23,000 ─
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

 合理的監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年10月１日から平成26年９月30

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年10月１日から平成26年９月30日まで)の財務諸表について、清和監査法

人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成することができる体制を整備するため、監査法人等が主催するセミ

ナーに定期的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※2,4  380,210 ※2,4  2,672,971

  受取手形及び売掛金 218,031 240,910

  商品及び製品 16,025 19,518

  原材料及び貯蔵品 46 3,044

  短期貸付金 50,000 -

  繰延税金資産 - 12,636

  その他 79,308 119,597

  貸倒引当金 △28,947 △6,947

  流動資産合計 714,674 3,061,731

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 16,426 ※2  619,631

   信託建物及び信託構築物（純額） ※2,4  839,199 ※2,4  815,482

   機械装置及び運搬具（純額） 3,202 4,728

   信託機械装置及び信託運搬具（純額） ※2,4  27,350 ※2,4  29,724

   土地 - ※2  1,668,219

   信託土地 ※2,4  208,825 ※2,4  208,825

   リース資産 - 191,691

   建設仮勘定 - 259,130

   その他（純額） 7,922 36,968

   有形固定資産合計 ※1  1,102,926 ※1  3,834,401

  無形固定資産   

   のれん - 431,179

   その他 7,266 8,811

   無形固定資産合計 7,266 439,990

  投資その他の資産   

   長期貸付金 80,310 80,310

   固定化営業債権 ※3  103,730 ※3  127,585

   その他 65,541 400,140

   貸倒引当金 △200,456 △221,835

   投資その他の資産合計 49,126 386,201

  固定資産合計 1,159,319 4,660,594

 資産合計 1,873,993 7,722,326
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 297,411 336,957

  短期借入金 - ※2  500,000

  1年内返済予定の長期借入金 9,996 ※2,4  136,156

  1年内償還予定の社債 - 20,000

  リース債務 - 35,758

  未払費用 44,241 91,634

  未払法人税等 2,153 15,253

  返品調整引当金 4,264 7,310

  その他 43,156 104,811

  流動負債合計 401,222 1,247,881

 固定負債   

  社債 - 160,000

  長期借入金 ※2,4  536,676 ※2,4  2,137,770

  リース債務 - 151,300

  繰延税金負債 - 9,782

  退職給付引当金 15,692 -

  退職給付に係る負債 - 18,507

  資産除去債務 - 41,686

  その他 3,976 5,081

  固定負債合計 556,344 2,524,128

 負債合計 957,567 3,772,010

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 438,861 2,102,933

  資本剰余金 667,814 2,331,886

  利益剰余金 △195,187 △626,000

  自己株式 △138,041 △138,041

  株主資本合計 773,447 3,670,776

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 - 1,097

  その他の包括利益累計額合計 - 1,097

 新株予約権 - 24,815

 少数株主持分 142,978 253,625

 純資産合計 916,426 3,950,315

負債純資産合計 1,873,993 7,722,326
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 2,259,125 1,824,380

売上原価 ※1  1,840,503 ※1  1,333,524

 売上総利益 418,621 490,856

 返品調整引当金戻入額 2,221 －

 返品調整引当金繰入額 － 3,046

差引売上総利益 420,843 487,809

販売費及び一般管理費 ※2  702,970 ※2  870,638

営業損失（△） △282,127 △382,828

営業外収益   

 受取利息 276 1,251

 商標権売却益 1,929 2,045

 その他 564 1,070

 営業外収益合計 2,770 4,367

営業外費用   

 支払利息 3,214 15,655

 持分法による投資損失 － 15,364

 貸倒引当金繰入額 36,000 －

 株式交付費 － 30,219

 その他 4,574 5,162

 営業外費用合計 43,788 66,402

経常損失（△） △323,145 △444,864

特別利益   

 負ののれん発生益 － 750

 段階取得に係る差益 3,211 15,364

 子会社株式売却益 2,328 －

 債務免除益 ※4  103,724 －

 特別利益合計 109,264 16,115

特別損失   

 固定資産除却損 ※3  4,127 －

 事務所移転費用 2,868 －

 特別損失合計 6,996 －

税金等調整前当期純損失（△） △220,876 △428,748

法人税、住民税及び事業税 5,049 2,065

法人税等合計 5,049 2,065

少数株主損益調整前当期純損失（△） △225,926 △430,813

少数株主損失（△） △22,244 －

当期純損失（△） △203,682 △430,813
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △225,926 △430,813

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 － 2,152

 その他の包括利益合計 － 2,152

包括利益 △225,926 △428,661

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △203,682 △429,716

 少数株主に係る包括利益 △22,244 1,054
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年９月１日　至 平成25年９月30日)

(単位：千円)

　
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 98,000 326,952 8,495 △138,041 295,406 212 295,618

当期変動額        

新株の発行 340,861 340,861   681,723  681,723

当期純損失（△）   △203,682  △203,682  △203,682

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
     142,766 142,766

当期変動額合計 340,861 340,861 △203,682 ― 478,041 142,766 620,807

当期末残高 438,861 667,814 △195,187 △138,041 773,447 142,978 916,426
 

 

 当連結会計年度(自 平成25年10月１日　至 平成26年９月30日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 438,861 667,814 △195,187 △138,041 773,447

当期変動額      

新株の発行 1,664,071 1,664,071   3,328,143

当期純損失（△）   △430,813  △430,813

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
     

当期変動額合計 1,664,071 1,664,071 △430,813 ― 2,897,329

当期末残高 2,102,933 2,331,886 △626,000 △138,041 3,670,776
 

 

 

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 ― ― ― 142,978 916,426

当期変動額      

新株の発行     3,328,143

当期純損失（△）     △430,813

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
1,097 1,097 24,815 110,647 136,560

当期変動額合計 1,097 1,097 24,815 110,647 3,033,889

当期末残高 1,097 1,097 24,815 253,625 3,950,315
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純損失（△） △220,876 △428,748

 減価償却費 9,802 46,643

 のれん償却額 4,780 4,804

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △92,798 △620

 返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,221 3,046

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 868 △15,692

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 18,507

 受取利息及び受取配当金 △276 △1,251

 支払利息 3,214 15,655

 株式交付費 - 30,219

 持分法による投資損益（△は益） - 15,364

 固定資産除却損 4,127 -

 子会社株式売却損益（△は益） △2,328 -

 段階取得に係る差損益（△は益） △3,211 △15,364

 売上債権の増減額（△は増加） 310,326 △27,410

 たな卸資産の増減額（△は増加） 3,243 1,200

 仕入債務の増減額（△は減少） △210,751 △1,754

 その他 43,269 16,531

 小計 △152,831 △338,868

 利息及び配当金の受取額 276 1,251

 利息の支払額 △235 △13,250

 法人税等の支払額 △5,403 △2,018

 営業活動によるキャッシュ・フロー △158,193 △352,885

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △500,000

 有形固定資産の取得による支出 △71,868 △2,387,238

 有形固定資産の売却による収入 6,450 -

 無形固定資産の取得による支出 △5,450 △1,412

 無形固定資産の売却による収入 11,888 11,899

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

※3  1,779 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※2  △427,264 ※2  △216,339

 子会社株式の取得による支出 - △167,000

 貸付けによる支出 △50,000 -

 貸付金の回収による収入 28,500 50,000

 敷金の差入による支出 △23,626 △7,006

 その他 △1,000 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △530,589 △3,217,096

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 - 500,000

 長期借入れによる収入 - 1,550,000

 長期借入金の返済による支出 △10,828 △9,996

 株式の発行による収入 681,723 3,297,923

 新株予約権の発行による収入 - 24,815

 財務活動によるキャッシュ・フロー 670,894 5,362,742

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,887 1,792,760

現金及び現金同等物の期首残高 398,097 380,210

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  380,210 ※1  2,172,971
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　 該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　　　　　 8社

　主要な連結子会社の名称　　　ダイキサウンド株式会社

　　　　　　　         　　株式会社レッド・プラネット・ホテルズ・ジャパン

　　　　　　　　　　　　　　チューン那覇匿名組合

                           株式会社キューズマネージメント

                           株式会社キューズダイニング

                           株式会社VALORE

                           株式会社スイートスター

　　　　　　　　　　　　　　　　　 Sweetstar Asia Limited

 
　　　　連結の範囲変更

当連結会計年度において、株式取得により持分法適用関連会社となった株式会社キューズダイニングは、株式

の追加取得により連結子会社となったため、連結の範囲に含めております。また、これに伴い、同社の子会社で

ある株式会社VALORE、株式会社スイートスターも連結の範囲に含めております。

株式会社キューズマネージメント及びSweetstar Asia Limitedは当連結会計年度において、株式を取得したこ

とにより、連結の範囲に含めております。

なお、株式会社キューズダイニング、株式会社VALORE、株式会社スイートスター及びSweetstar Asia Limited

の４社については、みなし取得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結し

ております。

 

 ２．持分法の適用に関する事項

　　 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数　　0社

 

当連結会計年度において、株式取得により持分法適用関連会社となった株式会社キューズダイニングは、株式の追

加取得により連結子会社となったため、持分法の適用範囲から除外しております。

　なお、連結損益計算書には、当連結会計年度に生じた持分法による投資損失が含まれております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 商品及び製品　　     主として移動平均法

 原材料及び貯蔵品　　　主として総平均法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産　(リース資産を除く)

定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物及びホテル事業に係る有形固定資産については定額法）を採用

しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物及び構築物 ・・・・・・・ 3～38年

　　信託建物及び信託構築物・・・・10～39年

　　機械装置及び運搬具・・・・・・・5～6年

　　信託機械装置及び信託運搬具・・・・15年

　　その他・・・・・・・・・・・・・3～8年

 

②　無形固定資産　(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。

　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

 

 ③　リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

　　　　　　　　　　　　

②　返品調整引当金　　　　　レコード等の返品による損失に備えるため、返品予想額に基づく返品損失見積額を

計上しております。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付見込額に基づき当連結会計年度末に発生し

ていると認められる額を計上しております。

 
 (5) 重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、当連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて

おります。

 

  (6) のれんの償却に関する事項

  のれんは、５年間で均等償却しております。

 
(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許資金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 
(8) その他連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

　 ①　繰越資産の処理方法     

      株式交付費　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

 ②　消費税等の会計処理

     税抜方式によっております。

     ただし、免税事業者に該当する連結子会社については、税込処理によっております。

 ③　連結納税制度の適用

    連結納税制度を適用しております。

 

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26

号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）の適用に伴い、当連結会計年度

より、「退職給付に係る負債」として表示しております。

 
（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収入金の増減

額（△は増加）」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

に表示していた「未収入金の増減額（△は増加）」3,522千円は、「その他」として組替えております。
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（連結貸借対照表関係）

　※１．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日)
当連結会計年度
(平成26年９月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 8,252千円 379,598千円
 

 

※２．担保資産及び担保付債務

　　（１）担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日）
当連結会計年度

(平成26年９月30日）

     短期借入金

     １年内返済予定の長期借入金

     長期借入金

―千円
―千円

530,000千円

500,000千円
75,000千円

2,005,000千円

　　　　計 530,000千円 2,580,000千円
 

 

（２）担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日）
当連結会計年度

(平成26年９月30日）

　現金及び預金
　建物及び構築物

7,906千円
―千円

　535,587千円
452,421千円

 信託建物及び信託構築物 839,199千円 815,482千円

　信託機械装置及び信託運搬具 27,350千円 29,724千円

　土地 ―千円 1,668,219千円

　信託土地 208,825千円 208,825千円

　　計 1,083,280千円 3,710,260千円
 

 

※３．固定化営業債権

固定化営業債権は、破産債権、再生債権、更生債権以外のもので、これらに準ずる債権であります。

 

※４．ノンリコース債務

　 (1) ノンリコース債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日）
当連結会計年度

(平成26年９月30日）

　　 1年以内返済予定の長期借入金

　　 長期借入金
―千円

530,000千円
25,000千円
505,000千円

　　 計 530,000千円 530,000千円
 

 

 　　　(2) ノンリコース債務に対応する資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日）
当連結会計年度

(平成26年９月30日）

     現金及び預金

　　 信託建物及び信託構築物
　52,176千円
839,199千円

110,415千円
815,482千円

　　　信託機械装置及び信託運搬具 27,350千円 29,724千円

　　　信託土地 208,825千円 208,825千円

     その他 71,489千円 7,682千円

      計 1,199,041千円 1,172,129千円
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（連結損益計算書関係）

※１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

売上原価 14,892千円 28,260千円
 

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

物流費 140,142千円 111,337千円

給与手当 113,667千円 163,077千円

役員報酬 81,974千円 121,838千円

退職給付費用 3,188千円 4,039千円

支払報酬 71,809千円 98,336千円

貸倒引当金繰入額 3,828千円 3,991千円
 

 

※３．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

信託建物及び信託構築物 3,524千円 　―千円

その他 　　603千円 　　―千円

計 　　　4,127千円 　―千円
 

 

※４．債務免除益の内容は、次のとおりであります。

　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

 当社連結子会社でありますダイキサウンド株式会社の仕入先に関する債務免除益であります。

 

　当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

　         該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

　その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額

 
前連結会計年度

(自　平成24年９月１日
　至　平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年10月１日
 至　平成26年９月30日)

為替換算調整勘定   
　当期発生額 ―千円 2,152千円

 　その他の包括利益合計 ―千円 2,152千円
 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

　発行済株式     

　　普通株式 162,473 54,895,878 ― 55,058,351

　　Ａ種優先株式 115,421 ― 115,421 ―

合　計 277,894 54,895,878 115,421 55,058,351

　自己株式     

　　普通株式 501 49,599 ― 50,100

合　計 501 49,599 ― 50,100
 

（注）１．普通株式の増加54,895,878株の内訳は、下記２．に記載のＡ種優先株式の転換による増加115,421株、平成

25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で行った株式分割による増加27,511,506株及び

第１回新株予約権の発行に伴う権利行使による増加27,268,951株です。

２．Ａ種優先株式の減少115,421株の内訳は、ミネルヴァ債権回収株式会社が所有する23,721株が平成24年12月

５日付で、また、Red Planet Holdings Pte Ltdが所有する91,700株が平成25年１月９日付でそれぞれ普通

株式に転換されたものです。

３．自己株式の増加49,599株の内訳は、平成25年３月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で行っ

た株式分割による増加です。
　
２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会
社

平成25年第
１回新株予
約権（ライ
ツ・オファ
リング）

普通株式 ― 27,268,951 27,268,951 ― ―

合計 ― 27,268,951 27,268,951 ― ―
 

(注）目的となる株式の数は、新株予約権が行使された株式数を記載しております。
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３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。
　

当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

　発行済株式     

　　普通株式 55,058,351 87,637,486 ― 142,695,837

合　計 55,058,351 87,637,486 ― 142,695,837

　自己株式     

　　普通株式 50,100 ― ― 50,100

合　計 50,100 ― ― 50,100
 

（注）１．増加数の内訳は、次のとおりであります。

    第２回ライツ・オファリングによる新株の発行による増加　50,273,886株

    第三者割当による新株式の発行による増加　　　　　　　　14,286,000株

    第三者割当による新株予約権の行使による増加　　　　　　23,077,600株
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２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会
社

平成25年第
２回新株予
約権（ライ
ツ・オファ
リング）

普通株式 ― 50,273,886 50,273,886 ― ―

提出会
社

平成26年ス
トック・オ
プションと
しての新株
予約権

― ― ― ― ― 7,920

提出会
社

平成26年第
三者割当に
よる新株予
約権 (平成
26年７月30
日発行)

普通株式 ― 64,286,000 23,077,600 41,208,400 16,895

合計 ― 114,559,886 73,351,486 41,208,400 24,815
 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。

 
３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 380,210千円 　2,672,971千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―千円 　△500,000千円

現金及び現金同等物 380,210千円 　2,172,971千円
 

 

※２　持分の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

持分の取得により新たにチューン那覇匿名組合を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

チューン那覇匿名組合の出資持分取得価額とチューン那覇匿名組合取得のための支出額（純増）との関係は次のと

おりです。

流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　213,189千円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　1,081,068千円

　のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4,780千円

流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△9,815千円

固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△530,000千円

少数株主持分　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△165,223千円

チューン那覇匿名組合の出資持分取得価額　　　　　 　　594,000千円

チューン那覇匿名組合現金及び現金同等物　　　　　 　△166,735千円　

差引：チューン那覇匿名組合取得のための支出　　　 　　427,264千円
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　　　当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

株式の取得により新たに株式会社キューズダイニング他４社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに株式会社キューズダイニング等株式の取得価額と株式会社キューズダイニング等取得のための支出額

（純増）との関係は次のとおりです。

　　流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　390,307千円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　733,358千円

のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　411,962千円

流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△271,152千円

固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　△498,651千円

為替換算調整勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △1,097千円

少数株主持分　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　△253,625千円

小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 511,100千円

支配獲得時までの持分法による投資評価額　　　　　　　　15,364千円

負ののれん発生益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △750千円

段階取得に係る差益　　　　　　　　　　　　　　　　　△15,364千円

株式会社キューズダイニング等株式の取得価額　　 　　　510,350千円

株式会社キューズダイニング等現金及び現金同等物　　 △294,010千円

差引：株式会社キューズダイニング等取得のための支出 　216,339千円

 
※３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

　株式会社フォンツ・ジュエリー

流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　30,872千円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　873千円

流動負債                                        　△31,311千円

少数株主持分　                                       △212千円

株式会社フォンツ・ジュエリー株式の売却益　　　 　　 　2,328千円

株式会社フォンツ・ジュエリー株式の売却価額　　　 　　 2,550千円

株式会社フォンツ・ジュエリーの現金及び現金同等物　 　 △770千円

差引：株式会社フォンツ・ジュエリー売却による収入　 　 1,779千円

 

　　　当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　　（借主側）

　１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　有形固定資産　主として飲食事業関連における店舗設備（建物附属設備）であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

　２．オペレーティング・リース取引

 
前連結会計年度

（平成25年９月30日）
当連結会計年度

（平成26年９月30日）

１年内 24,484千円 87,863千円

１年超 34,685千円 247,524千円

合計 59,170千円 335,388千円
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に設備投資を含めた事業計画遂行のための、必要な資金（主に銀行等借入や新株式の

発行）を調達しております。デリバティブについては、借入金利や為替変動リスクを回避する目的以外での

投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、貸付金及び固定化営業債権は、顧客及び取引先の信用リスクに晒さ

れています。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、適切な債権管理を実施する体制

としております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、事業活動から生じたものであり、全て１年以内に支払期日が到来

します。買掛金は、支払期日に支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。このリスクに

関しては、担当部署が資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持を図ることにより管理す

る体制としております。

　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係る債務は、運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を

目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で８年後であります。なお、借入金のうち、長期借入金に

ついては金利変動リスクに晒されております。

　（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前連結会計年度（平成25年９月30日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 380,210 380,210 ―

(2) 受取手形及び売掛金 218,031   

  　貸倒引当金(※１) △22,584   

 
(3) 短期貸付金
 
(4) 長期貸付金

195,447
 

50,000
 

80,310

195,447
 

50,000
 
 

―
 

―
 
 

　　貸倒引当金(※１)
△80,310

  

 ― ― ―

(5) 固定化営業債権
 
   貸倒引当金（※１）

103,730
 

△103,730
  

 ― ― ―

資産計 625,657 625,657 ―

(1) 支払手形及び買掛金
 
(2) 長期借入金
 
　（1年内返済予定を含む）

297,411
 

546,672
 
 

297,411
 

546,672
 
 

―
 
―
 
 

負債計 844,083 844,083 ―
 

(※１) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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　当連結会計年度（平成26年９月30日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 2,672,971 2,672,971 ―

(2) 受取手形及び売掛金 240,910   

  　貸倒引当金(※１) △4,581   

 236,329 236,329 ―

(3) 長期貸付金 80,310   

　　貸倒引当金(※１) △80,310   

 ― ― ―

(4) 固定化営業債権 127,585   

　　貸倒引当金(※１) △125,936   

 1,650 1,650 ―

資産計 2,910,951 2,910,951 ―

(1) 支払手形及び買掛金 336,957 336,957 ―

(2) 短期借入金 500,000 500,000 ―

(3) 社債(1年内償還予定額を含む) 180,000 179,211 △788

(4) 長期借入金(1年内返済予定額
を含む)

2,273,926 2,276,148 2,222

(5) リース債務(1年内償還予定額
を含む)

187,058 186,072 △986

負債計 3,477,942 3,478,390 448
 

(※１)  個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 

資 産

(1)現金及び預金　(2)受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3)長期貸付金　(4)固定化営業債権

これらは回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結会計年度末における貸借対照表価額

から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額によっております。

 

負 債

　(1)支払手形及び買掛金　(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3)社債（１年内償還予定額を含む）(4)長期借入金（１年内返済予定額を含む）(5)リース債務(１年内返済予定額を

含む)

長期借入金、社債及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の社債（私募債）を発行、新規借入あ

るいは新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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(注２) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　前連結会計年度（平成25年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 380,210 ― ― ―

受取手形及び売掛金 218,031 ― ― ―

短期貸付金 50,000 ― ― ―

合計 648,241 ― ― ―
 

(注)回収時期が合理的に見込めない長期貸付金80,310千円及び固定化営業債権103,730千円については、上表には含め

ておりません。

 

　　　当連結会計年度(平成26年9月30日)　　　　　　　　　　　　　　　　       　　（単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 2,672,971 ― ― ―

受取手形及び売掛金 240,910 ― ― ―

合計 2,913,881 ― ― ―
 

(注)回収時期が合理的に見込めない長期貸付金80,310千円及び固定化営業債権127,585千円については、上表には含め

ておりません。

 

(注３) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　前連結会計年度（平成25年９月30日）　　

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 9,996 6,676 ― ― ― ―

ノンリコース長期借
入金

― 25,000 25,000 25,000 455,000 ―

合計 9,996 31,676 25,000 25,000 455,000 ―
 

 
　　当連結会計年度(平成26年9月30日)　

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 500,000 ― ― ― ― ―

社債 20,000 20,000 20,000 70,000 50,000 ―

長期借入金 111,156 651,980 97,188 76,085 807,517 ―

ノンリコース長期借
入金

25,000 25,000 25,000 455,000 ― ―

リース債務 35,758 34,609 31,968 31,378 31,787 21,556

合計 691,914 731,589 174,156 632,463 889,304 21,556
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(退職給付関係)

前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

　１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

 

　２．退職給付債務に関する事項

項目
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

退職給付債務 15,692千円

退職給付引当金 15,692千円
 

 

３　退職給付費用に関する事項

項目
前連結会計年度

(自　平成24年９月１日
至　平成25年９月30日)

退職給付費用 3,188千円

勤務費用 3,188千円
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社グループは、退職給付債務の算定方法として簡便法を利用しているため、該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

　　なお、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 
２．確定給付制度

 (1)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付に係る負債の期首残高  15,692千円

　　　　退職給付費用  4,039千円

　　　　退職給付の支払額 △1,224千円

　　　退職給付に係る負債の期末残高  18,507千円
 

 

  (2)退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

　　　非積立型制度の退職給付債務  18,507千円

　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額  18,507千円
 

 

　　　退職給付に係る負債  18,507千円

　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額  18,507千円
 

 
  (3)退職給付費用

　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　4,039千円

 

(ストック・オプション等関係)

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成26年２月５日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 　　　５名
当社監査役　　　 ３名 
当社子会社取締役 ６名
当社子会社監査役 １名 

株式の種類及び付与数 普通株式　13,200,000株

付与日 平成26年２月21日

権利確定条件

新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、
当社または当社グループの取締役、監査役または従業員
の地位を有していることを要する。但し、任期満了によ
る退任、定年退職、その他正当な理由があると認められ
る場合は、この限りではない。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当てを受けた
ものとの間で締結した「新株予約権付与契約」で定める
ところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成26年２月21日から平成34年２月20日
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　（２）ストック・オプションの内容

当連結会計年度（平成26年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

権利確定前（株）  

　前連結会計年度末 －

　付与 －

　権利確定 －

　未確定残 －

権利確定後（株）  

　前連結会計年度末 －

　権利確定 13,200,000株

　権利行使 －

　失効 －

　未行使残 13,200,000株
 

 
 ②単価情報

権利行使価格（円） 37円

行使時平均時価（円） ―

付与日おける公正な評価単価（円） 0.6円
 

 

２．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　(1) 使用した評価技法　　モンテカルロシュミレーション

　(2) 主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性　　　(注)１ 106.59％

予想残存期間　　(注)２ ８年

予想配当　　　　(注)３ ０円/株

無リスク利子率　(注)４ 0.474％
 

（注）１．満期までの期間（８年間）に応じた直近の期間で算定しておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．割当日（平成26年２月）より権利行使期間（平成34年２月）の期間で

見積もっております。

 ３．直近の配当実績によります。

 ４．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積もり困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 83,658千円 　83,440千円

未払事業税 283千円 2,849千円

長期前払費用 10,262千円 7,713千円

たな卸資産評価損 25,234千円 13,380千円

退職給付引当金 5,811千円 ―千円

退職給付に係る負債 ―千円 6,781千円

返品調整引当金 274千円 1,284千円

資産除去債務 323千円 27,658千円

繰越欠損金 453,538千円 650,851千円

その他 7,802千円 9,508千円

繰延税金資産小計 587,187千円 803,467千円

評価性引当額 △587,187千円 △790,830千円

繰延税金資産合計 ―千円 12,636千円

(繰延税金負債)   

　資産除去債務 ―千円 △9,782千円

繰延税金負債合計 ―千円 △9,782千円

繰延税金資産の純額 ―千円 　2,854千円
 

 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

 

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

流動資産－繰延税金資産 ―千円 12,636千円　

固定資産－繰延税金負債 ―千円 9,782千円

   
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれも税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しており

ます。

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異については従来の38.0％から35.6％になります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

　（株式会社キューズダイニング株式取得による子会社化）

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　 株式会社キューズダイニング

　事業内容　　　　　 飲食事業の運営

（２）企業結合を行った理由

当社グループが事業強化するホテル事業のホテル内における飲食店等の運営等の強化を図ることにより両社の

事業シナジーが期待できるため。

（３）企業結合日

　株式取得日　　平成26年７月31日

　みなし取得日　平成26年９月30日　

（４）企業結合の法的形式　

現金による株式の取得

（５）結合後企業の名称

結合後の企業の名称に変更はありません。

（６）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　　　　49.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　　 5.3％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　　54.3％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による現金を対価とした株式取得であるため。

 
　２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　該当事項はありません。

 

　３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　企業結合直前に所有していた㈱キューズダイニング株式の時価　　299,625千円

　　　企業結合日に追加取得した㈱キューズダイニング株式の時価　　　 70,224千円

　　　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　369,850千円

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　　　15,364千円
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　５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　発生したのれんの金額　411,322千円

発生原因　　　　　　　主として、被取得企業の今後の事業展開において期待される将来の超過収益力によるも

　　　　　　　　　のであります。

　　　償却方法及び償却期間　５年間の均等償却

 

　６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　流動資産　　　　　　　　　　323,335千円

　　　固定資産　　　　　　　　　　766,856千円

　　　資産合計　　　　　　　　　1,090,191千円

　　　流動負債　　　　　　　　　△259,079千円

　　　固定負債　　　　　　　　　△498,651千円

　　　負債合計　　　　　　　　　△757,730千円

７．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

　　売上高　　　　　　　　　　1,607,328千円

　　営業利益　　　　　　　　　　 29,585千円

経常利益　　　　　　　　　  44,116千円

税金等調整前当期純損失　　 △89,965千円

当期純損失　　　　　　　 　△91,310千円

1株当たり当期純損失　　　　 △０円91銭

 
（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損益

計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 
８．株式会社キューズダイニングが連結子会社となることに伴い、同社の連結子会社である下記の会社が当社の連結

子会社となります。

①企業の名称：株式会社VALORE、株式会社スイートスター

②企業の事業の内容：飲食店の経営・企画・運営・経営コンサルタント

③結合後の企業の名称：結合後の企業の名称に変更はありません。

 

（ Sweetstar Asia Limited株式取得による子会社化）

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　 Sweetstar Asia Limited

事業内容　　　　　 飲食事業の運営

（２）企業結合を行った理由

当社グループのホテル事業との商品の企画、提案及び飲食事業全体との共有による両社の事業シナジーが期

待できるため。

（３）企業結合日

株式取得日　　平成26年９月17日

みなし取得日　平成26年９月30日
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（４）企業結合の法的形式　

現金による株式の取得

（５）結合後企業の名称

結合後の企業の名称に変更はありません。

（６）取得した議決権比率

51.02％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による現金を対価とした株式取得であるため。

 

　２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　該当事項はありません。

 
　３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　取得の対価　　現金　　　 135,500千円

　　　取得原価　　　　　　　　 135,500千円

 

　４．発生したのれんの金額、発生原因、償却及び方法及び償却期間

　　　発生したのれんの金額　640千円

　発生原因　　　　　　　主として、被取得企業の今後の事業の展開において期待される将来の超過収益力による

　　　　　　　　　ものであります。

　　償却方法及び償却期間　５年間の均等償却

 
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　流動資産　　　 49,148千円

　　　固定資産　　　217,435千円

　　　資産合計　　　266,583千円

　　　流動負債　　　　　 －千円

　　　固定負債　        －千円

　負債合計　        －千円

 

６．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

 (1) 当該資産除去債務の概要

　　 不動産賃貸借契約等に基づき、本社オフィスや飲食事業関連店舗等の退去時における原状回復義務等であります。

なお、本社オフィス及び一部の飲食関連店舗については、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に

関連する差入敷金保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当期の負担に

属する金額を費用に計上する方法によっております。

 

 (2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から５年から15年と見積もり、割引率は0.163％から0.9％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

 
 (3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成24年９月１日
　 至　平成25年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年10月１日

   至　平成26年９月30日）

 期首残高 　　　　　　　　　　―千円 　　　　　　　　　　―千円

 連結の範囲の変更に伴う増加額 　　　　　　　　　　―千円 　　　　　　　 41,686千円

 期末残高 　　　　　　　　　　―千円                41,686千円
 

 
(賃貸等不動産関係)

当社グループは、愛知県名古屋市において、賃貸用の土地を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等

不動産に関する賃貸損益は4,020千円（賃貸収益は売上高に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年９月１日
　　至　平成25年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成25年10月１日
　 至　平成26年９月30日）

連結貸借対照表計上額   

 
期首残高 ― ―

期中増減額 ― 808,453千円

 期末残高 ― 808,453千円

期末時価 ― 824,000千円
 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

 ２．期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は不動産取得（808,453千円）であります。

 ３．期末時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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(セグメント情報等)

 【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり、「ディストリ

ビューション事業」、「ホテル事業」及び「飲食事業」の３つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの主なサービスは、次のとおりであります。　

名称 区分に属する主要な事業内容

ディストリビューション事業
・音楽CD・DVDなどのパッケージ商品をレコードメーカーより受託し、全国CDショッ
　プに提供する事業
・携帯電話向け音楽配信サービス及び提携会社向けにデータ提供する事業

ホテル事業 ・ホテル資産管理・運営

飲食事業 ・飲食店の経営・企画・運営・経営コンサルタント
 

　

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と概ね同一であります。　

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年９月１日 至 平成25年９月30日)

       (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額

（注）１

連結財務諸表計

上額

（注）２
ディストリ

ビューション

事業

ホテル事業 飲食事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 2,179,943 17,841 ― 2,197,785 61,339 2,259,125 ― 2,259,125

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,179,943 17,841 ― 2,197,785 61,339 2,259,125 ― 2,259,125

セグメント損失（△） △57,727 △233,607 ― △291,335 13,627 △277,707 △4,419 △282,127

セグメント資産 463,152 1,309,142 ― 1,772,294 21 1,772,315 101,678 1,873,993

その他の項目         

 減価償却費 1,171 7,048 ― 8,219 1,583 9,802 ― 9,802

　のれんの償却額 ― 4,780　 ― 4,780　 ― 4,780 ― 4,780

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額
― 1,119,763　 ― 1,119,763　 ― 1,119,763 7,620 　1,127,383

         
 

（注）１　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損益（△）の調整額△4,419千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主な報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　

(2)セグメント資産のうち、調整額に含めた資産の合計は101,678千円であり、主な報告セグメントに帰属しな

い全社資産であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物の設備投資額であります。

　　　２　セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

 
当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)
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       (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額

（注）１

連結財務諸表計

上額

（注）２
ディストリ

ビューション

事業

ホテル事業 飲食事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 1,573,319 238,249 ― 1,811,568 12,811 1,824,380 ― 1,824,380

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
― ― ― ― 117,961 117,961 △117,961 －

計 1,573,319 238,249 ― 1,811,568 130,772 1,942,341 △117,961 1,824,380

セグメント損失（△） △117,758 △249,733 ― △367,491 △13,597 △381,089 △1,739 △382,828

セグメント資産 480,660 3,707,069 1,517,804 5,705,534 107,282 5,812,816 1,909,509 7,722,326

その他の項目         

 減価償却費 1,278 42,762 ― 44,041 2,601 46,643 ― 46,643

　のれんの償却額 ― 4,804 ― 4,804 ― 4,804 ― 4,804

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額
1,076 2,409,340 802,976 3,213,392 2,254 3,215,647 ― 3,215,647

         
 

（注）１「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、管理支援業務等であります。

　　　２　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント損失（△）の調整額△1,739千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主な

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　

(2)セグメント資産のうち、調整額に含めた資産の合計は1,909,509千円であり、主な報告セグメントに帰属し

ない全社資産であります。

　　　３　セグメント損失（△）は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

 
４．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「ディストリビューション事業」、「ソ

リューション事業」及び「ホテル事業」に区分しておりましたが、当連結会計年度より、新規子会社の取得の影響の

ため、「飲食事業」を新設し、また、量的な重要性が乏しくなったため、「ソリューション事業」について報告セグ

メントに含めず、「その他」に含めて表示することとしました。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分に基づき作成したものを開示しておりま

す。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

     本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産を有しないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

タワーレコード株式会社 518,920千円 ディストリビューション事業

株式会社星光堂 326,724千円 ディストリビューション事業

AMAZON　JAPAN株式会社 294,159千円 ディストリビューション事業

株式会社MPD 273,940千円 ディストリビューション事業
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当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

     本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産を有しないため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

タワーレコード株式会社  372,173千円 ディストリビューション事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　連結損益計算書において、固定資産の減損損失は計上しておりません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

全社 合計デ ィ ス ト リ
ビューション事
業

ソリューショ
ン事業

ホテル事業 計

当期償却額 ― ― 4,780 4,780 ― 4,780

当期末残高 ― ― ― ― ― ―
 

　

当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

全社 合計デ ィ ス ト リ
ビューション事
業

ホテル事業 飲食事業 計

当期償却額 ― 4,804 ― 4,804 ― 4,804

当期末残高 ― 19,216 411,962 431,179 ― 431,179
 

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）　　　

「その他」事業において750千円の負ののれん発生益を計上しております。これは、連結子会社である株式会社

キューズマネージメント株式を新規取得したことにより発生したものであります。

EDINET提出書類

株式会社レッド・プラネット・ジャパン(E02978)

有価証券報告書

 76/104



 

【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(S$)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容

取引金額

(千円)

(注1,2)

科目

期末残

高

(千円)

その他の関

係会社

Red Planet

Holdings

Pte Ltd

Singpore 5,000

宿泊業及び

飲食業、小

売業、広告

代理店業等

（被所有）

直接

(35.0)

役員の兼務 資金の貸付 50,000 短期貸付金 50,000

 

(注)１ 取引金額には消費税等は含んでおりません。

２ 資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(S$)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容

取引金額

(千円)

(注1,2)

科目

期末残

高

(千円)

親会社

Red Planet

Holdings

Pte Ltd

Singpore 5,000

宿泊業及び

飲食業、小

売業、広告

代理店業等

（被所有）

直接

(40.1)

役員の兼務

増資の引受

(注)1
500,010 － －

その他の関

係会社有価

証券の譲受

(注)2

167,000 － －

 

(注)１ 当社が行った第三者割当増資を１株につき35円で引き受けたものであります。

２ その他の関係会社有価証券の譲渡価格については、双方協議の上、合理的に決定しております。
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(イ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

 　 前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(千円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他の関

係会社の子

会社

株式会社麹

町興産

東京都

港区
1,000

事業再生対

象企業の各

種株式の取

得、増資・

社債等の引

受

 

― ―

当社の銀行

借入に対す

る土地の担

保提供

16,672 ― ―

 

(注)　当社の銀行借入金に対して、株式会社麹町興産より土地の担保提供を受けており、取引金額には期末残高を記

載しております。なお、保証料は200千円支払う契約になっております。

 

　     当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

　　　　該当事項はありません。
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(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

         前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

種類

会社等の

名称又は氏

名

所在地

資本金

又は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者との関

係
取引の内容

取引金額

(千円)

(注1,3)

科目
期末残高

(千円)

個人主要株

主が、議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

弁護士法人

ITJ法律事

務所

（注 2）

東京都

港区
1,000 法律事務所

(被所有）

間接

（16.3）

営業取引先

広告枠の販

売及びネッ

トワークシ

ステムの保

守他

(注 4)

21,893 ― ―

株式会社

ヒューマ

ン・ディベ

ロップメン

ト・リポー

ト

（注 2）

東京都

渋谷区
59,000

繊維製品

製造販売
― 営業取引先

固定資産の

譲渡

（注 5)

48,992

未収入金 12,602

長期未収入

金
24,500

 

(注)１ 取引金額には消費税等を含んでおりません。

２ 当社のその他の関係会社であるミネルヴァ債権回収㈱の主要株主が100％出資している法人です。

３ 取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引

と同様に決定しております。

　 ４ 取引実態を考慮し、取引金額には取引高に対応する一部の費用を相殺した後の金額を記載しております。

５ 商標権を売却しておりますが、売却価額については、独立の第三者である公認会計士の評価結果に基づいて決

定しております。また、売却代金につきましては、４年にわたり分割回収を行う契約となっております。

 

        当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(千円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関

係
取引の内容

取引金額

(千円)

(注1,2)

科目
期末残高

(千円)

個人主要株

主が、議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

ヒューマ

ン・ディベ

ロップメン

ト・リポー

ト

東京都港区 59,000
繊維製品製

造販売
－ 営業取引先

固定資産の

譲渡(注)2
－

未収入金 12,369

長期未収入

金
12,131

 

(注)１ 取引金額には消費税等を含んでおりません。

２ 前期に商標権を売却しておりますが、売却価額について、独立の第三者である公認会計士の評価結果に基づい

て決定しております。また、売却代金につきましては、４年にわたり分割回収を行う契約となっております。

３ 平成26年7月28日付で、ITJ株式会社（旧ミネルヴァ債権回収株式会社）が所有する株式を譲渡し主要株主

でなくなったことに伴い、関連当事者から外れております。

なお、上記取引金額については、関連当事者であった期間の取引について記載し、期末残高は関連当事者

に該当しなくなった時点の残高を記載しております。
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(2)連結財務諸表提出会社の子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の連結子会社の役員及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

　　前連結会計年度（自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日）

　　前連結会計年度に該当する事項はありません。

 
　　当連結会計年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金

又は出資金

(千円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者と

の関係
取引の内容

期末残高

(千円)

(注1）

科目
期末残高

（千円）

子会社の役員 日置俊光 － －
㈱スイートス

ター代表取締役
－ －

銀行借入に

対する債務

保証(注)1

189,749 － －

リース債務

被保証
164,046 － －

 

（注）１　取引条件及び取引条件の決定方針等

連結子会社は、取引先銀行からの借入金及びリース債務について、日置氏より債務保証を受けており

ます。　　

また、取引金額は保証債務の期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行っておりませ

ん。

 

　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（１）親会社情報

　　　　Red Planet Holdings Pte Ltd (非上場）

　（２）重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成24年９月１日
至　平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日)

１株当たり純資産額 14円06銭 　25円74銭

１株当たり当期純損失金額（△） △５円94銭  △４円29銭
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、当期純損失を計上

しているため記載しておりません。

２　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成24年９月１日
至　平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日)

１株当たり当期純損失金額    

当期純損失金額（△） (千円) △203,682 △430,813

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失金額（△） (千円) △203,682 △430,813

普通株式の期中平均株式数 (株) 34,297,655 100,455,123

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

―
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(重要な後発事象)

　 　　重要な設備投資

　　　 当社は、平成26年10月27日開催の取締役会において、以下設備投資について決議いたしました。

　　　１．取得の目的

　　　　　ホテル事業の強化を図るものであります。

　　　２．設備投資の内容

　　　　　所在地　　　　東京都目黒区

　　　　　内容　　　　　ホテル用地（土地、建物）　

　　　　　投資予定額　　総額約707,000千円予定（諸費用込）

　　　３．導入時期

　　　　　平成26年10月27日から平成27年３月31日までに売買契約及び土地、建物所権移転登記を完了させる予定で

　　　　　おります。

　　４．当該設備が営業活動等に及ぼす影響

　　　　　客室93室（予定）の増加の影響により、安定的な収益を見込んでおります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

㈱キューズ
ダイニング

第1回無担保
普通社債

平成26年２
月14日

－ 30,000 0.38 無担保社債
平成31年２
月14日

㈱キューズ
ダイニング

第2回無担保
普通社債

平成26年４
月30日

－
100,000

（20,000）
0.32 無担保社債

平成31年４
月30日

㈱キューズ
ダイニング

第3回無担保
普通社債

平成26年５
月16日

－ 50,000 0.63 無担保社債
平成30年５
月16日

合計 － － －
180,000

（20,000）
－ － －

 

（注）１．「当期末残高」欄の（内書）は、1年内償還予定の金額であります。

　　　２．連結決算日後５年内における1年ごとの償還予定額の総額

1年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

20,000 20,000 20,000 70,000 50,000
 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 ― 500,000 1.30 ―

１年以内返済予定の長期借入金 9,996 111,156 1.71 ―

１年以内返済予定のノンリコース長
期借入金

― 25,000 2.21 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 35,758 1.47 ―

長期借入金 (1年内に返済予定のも
のを除く)

6,676 1,632,770 2.13
平成27年10月31
日～平成31年８
月31日

ノンリコース長期借入金 530,000 505,000 2.21
平成27年10月31
日～平成30年５
月31日

リース債務 (1年内に返済予定のも
のを除く)

― 151,300 1.50
平成27年10月31
日～平成34年６
月30日

合計 546,672 2,960,984 ― ―
 

（注）１「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金、ノンリコース債務及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内

における返済予定額は以下のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 651,980 97,188 76,085 807,517

ノンリコース長期
借入金

25,000 25,000 455,000 ―

リース債務 34,609 31,968 31,378 31,787
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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【その他】

        当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 459,123 968,281 1,359,270 1,824,380

税金等調整前四半期
（当期）純損失金額
（△）

(千円) △99,939 △221,957 △304,063 △428,748

四半期（当期）純損
失金額（△）

(千円) △100,532 △222,667 △305,366 △430,813

１株当たり四半期
（当期）純損失金額
（△）

(円) △1.63 △2.68 △3.37 △4.29

 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
（当期）純損失金額
（△）

(円) △1.63 △1.16 △0.79 △0.97
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 24,374 ※2  1,909,509

  売掛金 21 -

  未収入金 ※1  29,111 ※1  72,344

  短期貸付金 ※1  50,000 -

  その他 10,291 48,062

  流動資産合計 113,798 2,029,916

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 7,620 ※2  463,977

   工具、器具及び備品 - 554

   土地 - ※2  1,668,219

   建設仮勘定 - 259,130

   減価償却累計額 △1,695 △8,723

   有形固定資産合計 5,924 2,383,159

  無形固定資産   

   その他 121 65

   無形固定資産合計 121 65

  投資その他の資産   

   関係会社株式 209,900 920,250

   その他の関係会社有価証券 511,305 634,463

   長期貸付金 80,310 80,310

   長期未収入金 24,500 12,131

   破産更生債権等 16,415 15,589

   差入保証金 23,576 22,019

   その他 1,000 1,000

   貸倒引当金 △96,725 △95,900

   投資その他の資産合計 770,282 1,589,864

  固定資産合計 776,328 3,973,088

 資産合計 890,126 6,003,004
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※1  60,000 ※2  500,000

  1年内返済予定の長期借入金 9,996 ※2  56,676

  未払金 1,670 560

  未払費用 13,394 15,295

  未払法人税等 1,111 9,582

  前受金 - 2,136

  預り金 1,932 2,445

  前受収益 2,045 2,007

  流動負債合計 90,150 588,703

 固定負債   

  長期借入金 6,676 ※2  1,500,000

  退職給付引当金 710 5,712

  その他 3,976 1,968

  固定負債合計 11,362 1,507,681

 負債合計 101,512 2,096,384

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 438,861 2,102,933

  資本剰余金   

   資本準備金 438,861 2,102,933

   その他資本剰余金 228,952 228,952

   資本剰余金合計 667,814 2,331,886

  利益剰余金   

   利益準備金 5,820 5,820

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △185,840 △420,793

   利益剰余金合計 △180,020 △414,973

  自己株式 △138,041 △138,041

  株主資本合計 788,614 3,881,804

 新株予約権 - 24,815

 純資産合計 788,614 3,906,619

負債純資産合計 890,126 6,003,004
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年９月１日
　至 平成25年９月30日)

当事業年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 ※1  110,272 ※1  137,005

売上原価 92,000 43,842

 売上総利益 18,272 93,162

販売費及び一般管理費 ※2  213,005 ※2  291,128

営業損失（△） △194,733 △197,966

営業外収益   

 受取利息 ※1  401 ※1  1,119

 商標権売却益 1,929 2,045

 その他 99 200

 営業外収益合計 2,430 3,364

営業外費用   

 支払利息 347 ※1  4,396

 貸倒引当金繰入額 36,000 -

 借入手数料 - 5,000

 株式交付費 - 30,219

 その他 3,898 -

 営業外費用合計 40,246 39,616

経常損失（△） △232,549 △234,218

特別損失   

 事務所移転費用 2,868 -

 特別損失合計 2,868 -

税引前当期純損失（△） △235,417 △234,218

法人税、住民税及び事業税 1,833 735

法人税等合計 1,833 735

当期純損失（△） △237,250 △234,953
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年９月１日　至 平成25年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 98,000 98,000 228,952 326,952

当期変動額 　 　 　 　

新株の発行 340,861 340,861 　 340,861

当期純損失（△）  　 　 　

当期変動額合計 340,861 340,861 ― 340,861

当期末残高 438,861 438,861 228,952 667,814
 

 

 

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,820 51,410 57,230 △138,041 344,140 344,140

当期変動額 　 　 　 　 　 　

新株の発行 　 　 　 　 681,723 681,723

当期純損失（△） 　 △237,250 △237,250 　 △237,250 △237,250

当期変動額合計 ― △237,250 △237,250 ― 444,473 444,473

当期末残高 5,820 △185,840 △180,020 △138,041 788,614 788,614
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 当事業年度(自 平成25年10月１日　至 平成26年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 438,861 438,861 228,952 667,814

当期変動額 　 　 　 　

新株の発行 1,664,071 1,664,071 　 1,664,071

当期純損失（△） 　 　 　 　

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 1,664,071 1,664,071 ― 1,664,071

当期末残高 2,102,933 2,102,933 228,952 2,331,886
 

 

 

　

株主資本

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,820 △185,840 △180,020 △138,041 788,614 ― 788,614

当期変動額 　 　 　 　 　  　

新株の発行 　 　 　 　 3,328,143  3,328,143

当期純損失（△） 　 △234,953 △234,953 　 △234,953  △234,953

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     24,815 24,815

当期変動額合計 ― △234,953 △234,953 ― 3,093,190 24,815 3,118,005

当期末残高 5,820 △420,793 △414,973 △138,041 3,881,804 24,815 3,906,619
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　 該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　関係会社株式　　               移動平均法による原価法を採用しております。

       その他の関係会社有価証券       移動平均法による原価法を採用しております。

匿名組合出資金のうち、金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるものについては「その他の関係会社有価証券」としてお

ります。その他の関係会社有価証券については、分配された損益につ

いて営業損益に計上するとともに同額をその他の関係会社有価証券に

加減算することにより評価しております。

                                

２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　　　　定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物については定額法）を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ・・・・・・・ ・・・・３～17年

工具、器具及び備品・・・・・・・４年

 
無形固定資産                  自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

 

３　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

　　　　　　　　　

退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しておりま

す。

 

４　その他財務諸表作成のための基本となる事項

　　　繰延資産の処理方法

　　　株式交付費　　　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

　　　消費税等の会計処理　　　　   税抜方式によっております。　　

　　 連結納税制度の適用　　　　   連結納税制度を適用しております。
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(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等

規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変

更しております。

以下の事項については、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額を直接控除した場合の注記については、同条第２項により、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第75条に定める製造原価明細表については、同条第２項ただし書きにより、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記については、同条第３項により、記

載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同

条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

 
（損益計算書）

　前事業年度において、費目別に独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」は、損益計算書の一覧性及び

明瞭性を高めるため、当事業年度より「販売費及び一般管理費」として一括掲記し、その主要な費目及び金額を

注記事項（損益計算書関係）に記載する方法に変更しております。

　

　　この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

短期金銭債権 66,490千円 　59,975千円

短期金銭債務 60,000千円 ―千円
 

 

 ※２　担保に供している資産および担保に係る債務

　　　 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

現金及び預金 ―千円 　500,000千円

建物 ―千円 452,421千円

土地 ―千円 1,668,219千円

計 ―千円 2,620,641千円
 

 

　　　 担保に係る債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

短期借入金 ―千円 　500,000千円

１年内返済予定の長期借入金 ―千円 50,000千円

長期借入金 ―千円 1,500,000千円

計 ―千円 2,050,000千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当事業年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

営業取引 91,796千円 132,898千円

営業取引以外の取引 292千円 167,767千円

     
 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年９月１日
至 平成25年９月30日)

当事業年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

役員報酬 53,891千円 62,527千円

給与及び手当 28,240千円 41,553千円

支払手数料 19,619千円 18,806千円

業務委託費 14,263千円 7,332千円

地代家賃 12,746千円 27,456千円

減価償却費 1,756千円 7,083千円

貸倒引当金繰入額 314千円 △125千円

支払報酬 60,269千円 63,857千円

租税公課 2,302千円 35,307千円

     

おおよその割合     

　販売費 ― ―  

　一般管理費 100％ 100％  
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(有価証券関係)

　前連結会計年度

関係会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式209,900千円、その他の関係会社有価証券511,305千円）は、市場価

額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株式の時価を記載しておりません。

 

当連結会計年度

関係会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式920,250千円、その他の関係会社有価証券634,463千円）は、市場価

額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、関係会社株式の時価を記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 34,434千円 　34,140千円

未払費用 2,949千円 1,815千円

たな卸資産評価損 2,526千円 2,526千円

繰越欠損金 407,903千円 484,440千円

会社分割による関係会社株式 131,285千円 131,285千円

その他 11,363千円 15,118千円

繰延税金資産小計 590,463千円 669,327千円

評価性引当額 △590,463千円 △669,327千円

繰延税金資産合計 ―千円 ―千円

(繰延税金負債)   

繰延税金負債合計 ―千円 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円 　―千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　　前事業年度（平成25年９月30日）

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 
当事業年度（平成26年９月30日）

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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(企業結合等関係)

　　 連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(重要な後発事象)

　　  重要な設備投資

　　　 当社は、平成26年10月27日開催の取締役会において、以下設備投資について決議いたしました。

　    １．取得の目的

　　    　ホテル事業の強化を図るものであります。

　    ２．設備投資の内容

　　    　所在地　　　　東京都目黒区

　　    　内容　　　　　ホテル用地（土地、建物）　

　　    　投資予定額　　総額約707,000千円予定（諸費用込）

３．導入時期

 平成26年10月27日から平成27年３月31日までに区分所有権の取得予定件数についての売買契約及び土地、建

物所有権移転登記を完了させる予定でおります。

    ４．当該設備が営業活動等に及ぼす影響

    客室93室（予定）の増加の影響により、安定的な収益を見込んでおります。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産

建物 5,924 456,357 ― 6,920 455,360 8,616

工具、器具及び
備品

― 554 ― 106 447 106

土地 ― 1,668,219 ― ― 1,668,219 ―

建設仮勘定 ― 259,130 ― ― 259,130 ―

計 5,924 2,384,262 ― 7,027 2,383,159 8,723

無形固定資産
ソフトウェア 121 ― ― 56 65 214

計 121 ― ― 56 65 214
 

（注）建物、土地、建設仮勘定の増加は、ホテル事業に係る取得によるものであります。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 96,725 － 825 95,900
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中旬

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ３月末日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り ―

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、電子公告によれない事故その他やむを得ない事由
が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL：
http://redplanetjapan.jcom．

株主に対する特典 該当事項はありません
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等について、該当事項はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第15期(自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日)　平成25年12月27日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第15期(自　平成24年９月１日　至　平成25年９月30日)　平成25年12月27日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第16期第１四半期(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)平成26年２月13日関東財務局長に提出。

第16期第２四半期(自　平成25年１月１日　至　平成26年３月31日)平成26年５月13日関東財務局長に提出。

第16期第３四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)平成26年８月14日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

　 平成25年12月11日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時

報告書であります。

 

平成25年12月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時

報告書であります。

 

平成25年12月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書を提出するものであります。

 
平成26年２月６日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく

臨時報告書を提出するものであります。

 
平成26年７月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内用等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時

報告書を提出するものであります。

 
平成26年８月１日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２の規定に基づく

臨時報告書を提出するものであります。　
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平成26年８月７日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時

報告書を提出するものであります。

 
平成26年８月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時

報告書を提出するものであります。

 
平成26年12月５日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４の規定に基づく

臨時報告書を提出するものであります。

 
平成26年12月５日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時

報告書を提出するものであります。

 
 (7) 有価証券届出書

　　 平成25年10月９日関東財務局長に提出

 会社法第277条の規定による新株予約権無償割当てによる新株予約権の発行（第２回ライツ・オファリング）

 

 平成26年７月14日関東財務局長に提出

 会社法第277条の規定による第三者割当による新株式及び新株予約権の発行

 
 (8) 訂正有価証券届出書

　 　平成25年11月14日関東財務局長に提出

 平成25年10月９日関東財務局長に提出した有価証券届出書に係る訂正有価証券届出書であります。

 
 平成25年12月６日関東財務局長に提出

 平成25年10月９日関東財務局長に提出した有価証券届出書に係る訂正有価証券届出書であります。

 
 平成25年12月11日関東財務局長に提出

 平成25年10月９日関東財務局長に提出した有価証券届出書に係る訂正有価証券届出書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年12月25日

株式会社レッド・プラネット・ジャパン

取　締　役　会　 御　中

 

清和監査法人
 

 

指 定 社 員  
業務執行社員

公認会計士　戸谷　英之　　　　　㊞
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　市川　裕之　　　　　㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社レッド・プラネット・ジャパンの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社レッド・プラネット・ジャパン及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社レッド・プラネッ

ト・ジャパンの平成26年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社レッド・プラネット・ジャパンが平成26年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

　　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

 

平成26年12月25日

株式会社レッド・プラネット・ジャパン

取　締　役　会　 御　中

 

清和監査法人
 

 

指　定 社 員
業務執行社員

公認会計士　戸谷　英之　　　　　㊞
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　市川　裕之　　　　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社レッド・プラネット・ジャパンの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第16期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社レッド・プラネット・ジャパンの平成26年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

　　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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